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第１章 第３期教育振興基本計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨 

本市教育委員会では、平成３０(2018)年３月に令和４(2022)年度までの５年間を計画

期間とした「伊勢原市第２期教育振興基本計画」を策定し、少子高齢化やグローバル化の

一層の進展など、社会情勢が大きく変化していく中で、基本理念である「人がつながり 未

来を拓く 学びあうまち伊勢原」の実現をめざして、教育の充実に係る様々な取組を進めて

きました。 

こうした中、令和４(2022)年度で第２期計画の計画期間が終了することから、本市の教

育行政を取り巻く環境の変化やこれまでの施策の取り組み状況、課題等を踏まえ、令和５

(2023)年度以降の教育の基本理念やめざす教育の方向性を示すとともに、地域の実情に応

じた教育振興のための施策を総合的・計画的に進めるため、「伊勢原市第３期教育振興基本

計画」を策定します。 

 

２ 計画の構成と期間 

本計画は、基本理念にあたる「教育ビジョン」と、教育ビジョンを具体化するための目

標及び施策からなる「施策の展開」で構成します。 

計画期間は、令和５(2023)年度から令和９(2027)年度までの５年間です。 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度の具体的な取組を明らかにし、本計画に掲げる施策を推進するため、本計画のもとに別

途、「実施計画」を策定します。 

 

３ 計画の位置付け 

本計画は、教育基本法第１７条第２項の規定に基づく「地方公共団体における教育の振

興のための施策に関する基本的な計画」として位置付けるとともに、「地方教育行政の組織

及び運営に関する法律」第１条の３に規定する、本市の「教育、学術及び文化の振興に関

する総合的な施策の大綱」と整合を図って策定しています。 

また、本市の総合的なまちづくりの指針である「伊勢原市第６次総合計画（令和５(2023)

年度から令和１４(2032)年度）」を上位計画とし、各種計画とも連携する教育分野の総合

的な計画です。 

 

 

教育ビジョン 

＜基本理念・ 

めざす教育の方向性＞ 

施策の展開 

＜目標・施策＞ 
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※教育大綱について 

 平成 26(2014)年 6 月の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正により、地

方公共団体の長は、国の教育振興基本計画を参酌し、その地域の実情に応じ、教育、学術

及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱（教育大綱）を定めることが規定されまし

た。 

 

４ 計画の対象 

本計画の対象範囲は、次のとおりです。 

（１）幼児及び児童生徒を対象とした、幼稚園等、小・中学校における教育活動 

（２）幼児及び児童生徒を対象とした家庭における教育活動 

（３）地域における生涯学習、文化・スポーツに関する教育活動 

（４）歴史・文化遺産の継承 

 

 

  

教育振興基本計画 

学習指導要領 

  

 

伊勢原市第６次総合計画 

 

 

国の計画・基準 市の計画 

伊勢原市第３期教育振興基本計画 

【計画の位置付け】 

伊勢原市 

教育大綱※ 
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第２章 教育をめぐる現状等 

 

１ 教育を取り巻く環境変化等 

（１）人口減少・少子高齢化の進展と人生１００年時代の到来 

日本の総人口は、平成 20(2008)年をピークに減少局面にあり、１４歳以下の年少

人口は今後１０年間で約１７％減少する一方、６５歳以上の老年人口割合が総人口の３

割を超えるなど、人口減少・少子高齢化の進展が見込まれています。小中学校の児童・

生徒数も減少傾向にあり、学校教育の維持と質の保証に向け、必要な措置を講じること

が求められます。 

こうした中、医療体制の充実等により平均寿命が延伸し、人生１００年時代の到来が

予測されています。 

このような時代をより豊かに生きるため、生涯学習の機会の充実を図り自己の能力を

高めることや地域や社会の課題解決のための活動につなげることが求められています。 

 

 

（２）ＩＣＴ技術の急速な進展と超スマート社会（Society5.0）の到来 

   少子高齢化等の人口構成の変化や社会インフラの老朽化等の課題が顕在化する中、

情報社会（Society 4.0）に続く、サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させた

システムによって開かれる社会（Society5.0）の到来が予想されています。Society 

5.0 時代においては、私たちの日々の暮らしや社会を支える新たなサービスが提供され

ることによって、必要とされる人材も変化することが想定されます。 

   教育分野においては基本的な情報活用能力とともに、他者と協働し、人間ならではの

感性や創造性を発揮し、新しい価値を創造する力を育成することが求められています。 

 

 

（３）グローバル化の進展と持続可能な開発目標（SDGs）の認識共有  

  グローバル化の進展が予想される中、言語や文化が異なる人々と多様性を認め合いな

がら交流し、主体的に協働する能力等の育成が重要になっています。また、社会経済環

境の変化等に伴い、今後、ライフスタイルや価値観の多様化も進むと考えられます。 

こうした中、平成 27(2015)年 9 月の国連サミットにおいて、令和 12(2030)年ま

での国際目標として「持続可能な開発目標（SDGs）」が掲げられました。 

本市の教育においても、多様性への理解促進を図るとともに、SDGｓの基本理念であ

る「誰一人取り残さない」社会の実現に向けた取組が求められています。 
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（４）子どもの貧困などの社会経済的な課題 

日本の１８ 歳未満の子どもの相対貧困率には改善が見られるものの、令和元(2019)

年では 13.5％（国民生活基礎調査）となっており、７人に１人の子どもが相対的貧困状

態にあるとされており、大きな課題となっています。 

統計データからは学歴等により生涯賃金に差が見られることも確認されており、貧困

の連鎖や格差の拡大・固定化の解消を図る必要があります。 

 

 

（５）新型コロナウイルス感染症対策と「新しい生活様式」の浸透 

新型コロナウイルス感染症の感染収束が見通せない中、学校においては、新しい生活

様式を取り入れながら教育活動を行っています。 

生涯学習においても、公民館等の公共施設に集まって行う学習活動が制限されること

があるため、オンラインによる学習を取り入れるなどの取組を行っています。 

従来からの対面指導や子ども同士の話し合い、多様な体験活動を推進しつつ、ＩＣＴ

については、教育の基盤的なツールとして最大限に活用していく必要があります。  
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2 国の教育政策の動向 

（１）教育振興基本計画 

平成３０年６月に「第３期教育振興基本計画（計画期間：平成３０(2018)年度から令和

４(2022)年度）」が閣議決定されました。 

同計画では、第２期計画の「自立」「協働」「創造」の方向性を継承し、以下の姿をめざす

としています。 

 

≪個人と社会のめざすべき姿≫ 

（個人） 自立した人間として、主体的に判断し、多様な人々と協働しながら新たな価値を

創造する人材の育成 

（社会） 一人一人が活躍し、豊かで安心して暮らせる社会の実現、社会（地域・国・世界）

の持続的な成長・発展 

 

≪教育政策の重点事項≫ 

・「超スマート社会（Society 5.0）」の実現に向けた技術革新が進展するなか、「人生１

００年時代」を豊かに生きていくためには、「人づくり革命」、「生産性革命」の一環と

して、若年期の教育、生涯にわたる学習や能力向上が必要 

・教育を通じて生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャンス」を最大化することを今

後の教育政策の中心に据えて取り組む 

 

また、同計画では、以下の５つの方針により取組を整理しています。 

【今後の教育政策に関する基本的な方針】 

1  夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力を育成する  

2  社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する  

3  生涯学び、活躍できる環境を整える  

4  誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを構築する  

5  教育政策推進のための基盤を整備する 

 

 

（２）学習指導要領の改訂 

  新しい学習指導要領が、小学校では令和２(2020)年度、中学校では令和３(2021)年度

から全面実施されています（幼稚園では、平成３０(2018)年度に新しい幼稚園教育要領が

実施されています。）。 

 学習指導要領では、教育課程全体や各教科などの学びを通じて「何ができるようになる

のか」という観点から、「知識及び技能」「思考力・判断力・表現力など」「学びに向かう力、

人間性など」の３つの柱からなる「資質・能力」を総合的にバランスよく育んでいくこと

をめざすとしています。 

また、これらの「資質・能力」をはぐくむために、「主体的・対話的で深い学び」の視点

からの授業改善を重要視しています。 
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（３）「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き

出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（答申） 

令和３(2021)年１月に、中央教育審議会から「令和の「日本型学校教育」の構築を目指 

して～すべての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと協働的な学びの実現～」 

が答申されました。 

 答申では、 社会の在り方が劇的に変わる「Society5.0 時代」の到来や、 新型コロナウ

イルスの感染拡大など先行き不透明な「予測困難な時代」の中で、一人一人の児童生徒が、

自分のよさや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、

多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可

能な社会の創り手となることができるようにすることが、必要とされています。 

２０２０年代を通じて実現すべき「令和の日本型学校教育」の姿を「全ての子供たちの

可能性を引き出す、個別最適な学び（「個に応じた指導」（指導の個別化と学習の個性化）

を学習者の視点から整理した概念）と、協働的な学びの実現」とし、ＩＣＴの活用等によ

り、学習指導要領で示された「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につ

なげるとしています。 
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＜参考＞ 

教育関連法令制定・改正（概要） 

 

施行年 法令名 区分 主な内容 

平成 27(2015)年 
地方教育行政の組織及び運営

に関する法律 
改正 

教育委員長と教育長を一本化した新「教

育長」の設置、総合教育会議の設置及び

大綱の策定の義務化  

    〃 学校図書館法 改正 
専ら学校図書館の職務に従事する学校司

書の設置の努力義務化 

平成 28(2016)年 学校教育法 改正 
小学校から中学校までの義務教育を一貫

して行う「義務教育学校」の制度化 

平成 29(2017)年 

義務教育の段階における普通

教育に相当する教育の機会の

確保等に関する法律 

制定 
不登校児童生徒等に対する教育機会の確

保 

 〃 
地方教育行政の組織及び運営

に関する法律 
改正 

教育委員会による「学校運営協議会」の

設置の努力義務化 

    〃 教育公務員特例法 改正 
教員の資質向上に係る体制構築（指標整

備と教員研修計画の策定義務化） 

 〃 社会教育法 改正 
「地域学校協働活動」に関する連携協力

体制の整備等に関する規定を整備 

平成 31(2019)年 学校教育法 改正 デジタル教科書の制度化 

    〃 文化財保護法 改正 
地域における文化財の計画的な保存・活

用の促進 

令和 3(2021)年 

公立義務教育諸学校の学級編

制及び教職員定数の標準に関

する法律 

改正 

小学校の学級編制の標準を計画的（１学

年ずつ令和７(2025)年度まで）に 40

人から 35 人に引き下げ 
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3 本市の教育の状況 

（１）本市の人口と児童生徒数の将来推計 

  本市の人口は、令和 2(2020)年の約 102,000 人から減少に転じ、令和 42(2060)年

には約７４,０００人になると推計されています。また、年少人口（０～１４歳）も、約６

割減少の約５,０００人になると推計されている一方、高齢化率は令和 12(2030)年には

３０％以上となり、約３人に１人が高齢者になる見込みです。 

このような中、本市の児童生徒数は昭和 58(1983)年の１２,４９８人をピークに、令

和 2(2020)年はピーク時の約４３％減の７,１６２人となっており、１０年後の令和１2 

(2030)年には約５,８００人になると推計されています。 

 

 

  

      

     

1.3 1.2 1.1 0.9 0.8 0.8 0.7 0.6 0.6 0.5 

6.4 6.3 6.2 6.0 5.6 5.1 4.7 4.3 4.0 3.7 

1.4 1.3 1.2 1.1 1.3 
1.5 

1.5 
1.3 1.1 1.0 
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2.0 
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2.2 

10.1 10.2 10.1 9.9 9.6 9.2 
8.8 8.4 7.9 

7.4 

23.5%
26.3%

28.0% 30.0%

32.8% 36.5%

39.3%
41.3% 42.3% 42.8%

0
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H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

（万人） 0-14歳 15-64歳 65-74歳 75歳以上 高齢化率
実績値← →推計値
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39
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20
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59

（年度）

（人）

2,362人

4,800人

2020（R2)年
7,162人

実数値 将来人口推計に基づく推計値

現在 10年後

3,776人

2,050人

2030（R12)年
5,826人

児童生徒数合計
ﾋﾟｰｸ1983（S58)年

12,498人

中学校生徒数
ﾋﾟｰｸ1986（S61年）

4,515人

小学校児童数
ﾋﾟｰｸ1982（S57）年

8,613人

2060（R42)年
3,238人

2,209人

1,029人

40年後

1973（S48）学校数

小学校７校
中学校３校 計10校

1999（H11）学校数

小学校10校
中学校４校 計14校

ﾋﾟｰｸ時より37年間で 約43％減少（-5,336人）

ﾋﾟｰｸ比57%

今後10年間で
約19％減少
（-1,336人） 今後40年間で 約55％減少

（-3,924人）

2020年比81%

2020年比45%

ﾋﾟｰｸ比56%

ﾋﾟｰｸ比52%

2020年比79%

2020年比87%

2020年比46%

2020年比44%

20
20

20
30

20
60

19
78

1978（S53）学校数

小学校９校
中学校３校 計12校

1981（S56）学校数

小学校９校
中学校４校 計13校

【本市の将来人口推計】 

[出典：令和２年度伊勢原市次期総合計画策定基礎調査における将来人口推計結果] 

【本市の児童生徒数の推移と将来推計】 

[出典：伊勢原市学校施設個別施設計画] 
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（２）就学前児童の現状 

  本市の０～５歳児の人口も減少傾向にあり、平成３０(2018)年の４,７７３人と比べ、

令和４(2022)年は、約１３％減少の４,１４２人となっています。 

幼稚園、認定こども園等の在籍状況は、３～５歳児はやや減少傾向にあるものの、０～

２歳児は横ばい傾向です。 

 

 

   

 

 

 

発達に関する相談は増加傾向にあり、令和３(2021)年度の就学前児童の相談内容は、

発達障害に関する相談が、全体の９５％を占めています。 
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[資料：子ども育成課]

肢体不自由

1%（1人）

言語発達障害

2%（4人） 重症心身障害

1%（1人）

知的障害

1%（2人）

発達障害

95%（206人）

【令和３年度 発達相談種別割合等】 

[出典：住民基本台帳人口（各年４月１日）] 

【０～5 歳児の推移】 【就学前児童の認定こども園等在籍状況】 

※在籍施設：幼稚園、認定こども園、保育所等 

[資料：子ども家庭相談課] 
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（３）学力・学習状況 

  「令和 3 年度全国学力・学習状況調査」（小学校６年生、中学校３年生を対象）の教科  

に関する調査（国語・算数、数学）では、小中学校ともに、全国及び神奈川県と比較して、

正答数・正答率に大きな差はみられませんでした。 

 「主体的・対話的で深い学び」の視点では、「自分の考えがうまく伝わるよう、資料や文

章、話の組み立てなどを工夫して発表している」と回答している児童生徒の割合は、概ね

全国を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

   

                      

 

 

 

また、「読書時間」については、令和元(2019)年度と令和 3(2021)年度の結果を比較

すると、小中学校ともに減少しています。 
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Ｒ１ Ｒ３

13.1
11.4

12.412.1
13.2
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伊勢原市 神奈川県 全国

（％） 【60分以上読書をする生徒の割合】

Ｒ１ Ｒ３

Ｑ「自分の考えを発表する機会では、自分の考えがうまく伝わるよう、資料や文章、話の組立て

などを工夫して発表していたと思いますか」 

[出典：令和３年度全国学力・学習状況調査の伊勢原市結果の分析について] 

[出典：令和元年度及び令和３年度全国学力・学習状況調査の伊勢原市結果の分析について] 

 【小学校】  【中学校】 
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（4）児童生徒の体力・運動、食育 

新型コロナウイルス感染症の影響により、運動やスポーツをする機会が減少しました。 

 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査（小学校５年生、中学校２年生を対象）」の結果

を、平成 30(2018)年度と令和 3(2021)年度で比較すると、下記の調査項目においては

低下が見られます。 
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（回数等） 全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果比較
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24.86 23.38

170.52

296.16

56.72
12.8723.22 21.32

167.01

302.76

48.61
11.98

0

100

200

300

400

握力(kg) 上体起こし(回) 立ち幅とび(cm) 持久走(秒) 20ｍシャトルラン(回) ソフトボール投げ(m)
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 【小学校 5 年生 男子】 

[出典：平成 30 年度及び令和 3 年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査の伊勢原市結果の分析について] 

 【中学校２年生 女子】 

[出典：平成 30 年度及び令和 3 年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査の伊勢原市結果の分析について] 
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また、「朝食を毎日食べる児童生徒の割合」は、平成 30(2018)年度と令和 3(2022)

年度で結果を比較すると、小学校は減少、中学校はほぼ横ばいでした。 

        

 

 

（5）支援教育の現状 

  市内の児童生徒数は減少する一方で、特別な支援を必要とする児童生徒数は増加傾向   

にあります。支援教育には、特別支援、通級指導教室、教育相談、日本語指導等があり、

必要とする支援も様々です。 

 

①特別支援 

小・中学校ともに、特別支援学級の在籍者数は増加しています。各学校では、児童生徒

に応じて特別支援学級での支援とともに、交流級等での支援も行っています。 
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【資料：教育センター】

[出典：平成 30 年度及び令和 3 年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査の伊勢原市結果の分析について] 
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②教育相談 

児童生徒や保護者、教職員が抱える様々な課題に対し、公認心理師・臨床心理士をはじ

めとする専門性を有する教育相談員やスクールカウンセラー（ＳＣ）等による相談体制を

整え、問題解決に向けた支援を行っています。相談件数は、横ばい傾向です。  

 

     

 

 

③通級指導教室 

  小学校の通常の学級に在籍している児童の中で、集団への適応や言葉の発達に課題のあ

る児童に対し、必要な支援を行っています。 

通級指導を受けている児童数は、ことばの教室・まなびの教室とも平成２９(2017)年

度以降は横ばい傾向です。 
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[資料：教育センター]
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[資料：教育センター]

【通級指導教室通級児童数】 

【参考】 

●ことばの教室：言葉の理解や表現、発音等が苦手な児童を対象  

●まなびの教室：集団行動やコミュニケーションが苦手な児童を対象  
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④日本語指導 

外国につながりがあり、日本語の指導を必要とする児童生徒数に対し、小中学校へ日本

語指導協力者を派遣するなど、日本語指導や学習支援等を行っています。 

支援が必要な児童生徒は増加傾向にあり、取り扱う言語も多様化しています。 
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[資料：教育指導課]
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4%
＜その他の内訳＞

タイ、韓国、リトアニア、

パキスタン各１％(各1人)

【令和 3 年度外国籍児童生徒の国別割合】 

 [資料：教育指導課] 
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（6）いじめ・不登校の状況 

 いじめの認知件数は、平成２７(2015)年度までほぼ横ばいであったものの、平成２８

(2016)年度から増加傾向となっています。これは、学校が年間を通じて複数回のアンケー

ト調査を実施するとともに、教職員が児童生徒の様子を丁寧に観察するなど、児童生徒が

声を上げやすい環境や、いじめは許さないという雰囲気づくりに努め、いじめの早期発見・

早期対応に取り組んでいることが要因と考えられます。 

不登校児童生徒数は、小中学校全体としては、ほぼ横ばいで推移しています。     

 

  
 

（７）教育施設の老朽化対策 

  本市の公共施設保有量（=本市が有する公共施設の延べ床面積の合計）は、令和４(2022)   

年 4 月現在、約１８．９万㎡です。このうち教育に関するものは、学校教育・社会教育を

合わせて、全体の６７％を占めています。 

 学校施設は、整備のピークが昭和 49(1974)年から昭和 59(1984)年に集中しており、

8 割以上の建物が建築から３０年以上を経過しています。また、公民館施設の８割以上と、

図書館・子ども科学館も建築から３０年以上経過しています。 

 こうしたことから、教育施設の中長期的な維持管理等を見据え、令和 4(2022)年 3 月

に、学校施設、公民館、図書館・子ども科学館の施設整備に係る個別施設計画を策定しま

した。  

  

31
73

85

130

276

167

19 40 42 36 45 42
0

50

100

150

200

250

300

H27 H28 H29 H30 R1 R2

（人） 【いじめの認知件数の推移】

小学校

中学校

[資料：教育指導課]
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教育関連施設, 127,217.24㎡

庁舎等, 17,965.10㎡

保健・福祉施設, 

13,252.07㎡

スポーツ・レクリエーション

施設, 13,050.65㎡

市営住宅, 10,135.80㎡

環境衛生施設, 4,198.67㎡ 地域コミュニティ施設, 2,488.95㎡

その他施設, 1,521.26㎡

【公共施設の用途別保有状況】 

【出典：伊勢原市公共施設等総合管理計画】 
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（８）子どもの居場所づくり 

保護者の就労等により、放課後や長期休業期間中に保護者が留守となる小学生を対象と

した「児童コミュニティクラブ」の運営や、小学生の放課後における安全・安心な活動拠

点となる「放課後子ども教室（愛称：いせはら未来っ子クラブ）」を運営することで、子ど

もの居場所づくりの充実に努めています。 

放課後子ども教室は、令和２(2020)年度に７教室目が開設され、登録児童数も増加傾向

にあります。 

児童コミュニティクラブの入所児童数は、横ばい傾向です。 
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（9）社会教育・生涯学習 

  公民館や図書館・子ども科学館では、サークル活動の支援や各種講座の実施、また生涯     

学習に係るボランティアの育成等、市民の学習機会の充実に取り組んでいます。 

  令和２(2020)年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市民の活動スペース  

等の利用中止や利用時間の短縮等、生涯学習施設の利用を制限したことから、公民館や図

書館・子ども科学館の利用者数等が大きく減少しました。 

こうした中、公民館ではＷＥＢ講座や文化芸術イベントのオンライン配信を行い、図書

館では令和 3(2021)年 10 月に「電子図書館」を開設するなど、「新しい生活様式」に沿

った新たな事業展開で、市民の学びをサポートしています。 
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（10）文化財の保護 

  本市には国・県・市指定文化財が６５件、国・市登録文化財が１４件所在しています。 

こうした貴重な文化財を後世に継承し、まちづくりに生かしていくため、令和 3(2021)

年度に文化庁長官の認定を受けた「伊勢原市文化財保存活用地域計画」を作成し、文化財

の調査、保存、活用、人材育成等の取組を進めています。 

 

①調査・保存 

文化財の調査にあたっては、行政と大学等の研究機関、さらに市民団体と連携し、国や

県の補助制度を活用しながら進めています。 

また、文化財保護条例等の規定を整備することで、文化財の指定や登録制度を積極的に 

運用し、文化財の保存に努めています。 

 

         

 

伊勢原の歴史や文化財に関する情報を広く発信するため、市のホームページに「いせ

はら文化財サイト」を開設しています。 

このサイトでは、歴史・文化財の紹介とともに、イベント情報や文化財散策ルート、民

俗行事等の映像を掲載する等、コンテンツの充実に努めています。 

  いせはら文化財サイトのアクセス数は、横ばい傾向です。 
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[資料：教育総務課 文化財係]

【市域の指定・登録文化財の件数】 

[出典：伊勢原市文化財保存活用地域計画【概要版】より] 
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②活用・人材育成 

児童生徒に対して、地域の歴史や文化財に対する理解と関心を促し、郷土愛をはぐく

むことを目的に、小中学校へ文化財の担当職員等を派遣して歴史等の出前講座を行って

います。 

令和２(2020)年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で参加者は減少しました。 

        

 

 

文化財を活用した講座、展示会、見学会、ウォーク等のイベント運営にあたり、こうし

た取組を推進する「担い手」を育成し、市民の力で文化財を護り育てるという意識を醸

成するため、「いせはら歴史解説アドバイザー養成講座」を行っています。 

  文化財関連イベントの参加者数についても、令和２(2020)年度は、新型コロナウイル

ス感染症の影響で減少しました。 
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＜参考＞ 

第２期教育振興基本計画期間における主な取組 

 

施行年 本市の取組 

平成 30(2018)年 伊勢原市教育大綱の改定 

    〃 第２次子ども読書活動推進指針の策定 

    〃 いじめ防止基本方針の改定 

平成 31(2019)年 大田公民館と大田ふれあいセンターの機能統合 

令和元(2019)年  市内小中学校の普通教室・特別教室にエアコン設置 

令和 2(2020)年 文化財保存活用地域計画の作成 

令和 3(2021)年 小中学校１人１台タブレット端末の導入 

    〃 中学校給食の全校実施（選択制デリバリー給食：加熱方式） 

    〃 民間プールを活用した水泳授業の試行開始 

  〃 電子図書館の開設 

令和 4(2022)年 教育施設個別施設計画の策定 

    〃 学校運営委員会（コミュニティ・スクール）の全校設置 

    〃 
小学校３５人学級を３年生まで拡大 

※毎年１学年ずつ拡大し、令和７(2025)年度で完了 
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第３章 教育ビジョン（めざす教育の姿） 
 

 

 

 

 

 

１ 基本理念 

２ めざす教育の方向性 

   視点１ 一人ひとりの子どもの健やかな成長を支えていくために 

   視点２ 生き生きと暮らし、学びあうまちづくりのために 

   視点３ 地域全体で歴史文化を継承していくために 
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本市は、平成２２(2010)年 3 月に策定した第１期伊勢原市教育振興基本計画以降、「人が

つながり 未来を拓く 学びあうまち伊勢原」を基本理念に掲げ、２期１３年にわたり様々

な教育施策を推進してきました。  

この基本理念は、本市の教育がめざす基本的な考え方を示すものであることから、教育を

取り巻く環境が大きく変化する中においても、次のとおり継承することとします。 

 

 人がつながり 未来を拓く
ひ ら く

 学びあうまち伊勢原  

 
秀峰大山に抱かれた伊勢原市は、豊かな水と緑や温暖な気候など、恵まれた自然環境を享

受するとともに、先人が築いた歴史文化を基盤とし、首都圏の近郊都市として発展してきま

した。 

近年においては、新東名高速道路等の広域幹線道路や新たな産業基盤の整備が、これまで

の伊勢原の姿を大きく変えようとしています。 

また、人口減少・少子高齢化の進行、急速な情報通信技術の革新、グローバル化の進展、

子どもの貧困などの社会経済的な課題、ライフスタイルや価値観の多様化、さらには新型コ

ロナウイルス感染症の拡大など、教育を取り巻く環境も大きく変化しています。 

こうした大きな環境変化により、社会の在り方も刻々と変化する中で、本市の教育には、 

（１）自己肯定感を高め、互いに認め合いながら、自らの未来を切り拓いていく人づくり 

（２）ふるさとに愛着と誇りをもち、地域や社会の一員として考えて行動できる人づくり 

が求められていると考えます。 

伊勢原市教育委員会では、本市で育った子どもたちが大人になっても、伊勢原に愛着と誇

りを持ち、社会の変化を前向きに受け止め、新たな価値観や行動を生み出すことができるよ

う、人と人とのつながりや、学校・家庭・地域の相互の連携と協働により、子どもたちの可

能性を引き出しながら、一人ひとりの「生きる力」を培い、持続可能な社会の担い手として

未来を切り拓いていくための資質・能力をはぐくんでいきます。 

さらには、本市の恵まれた自然環境や歴史文化等の地域資産を教育活動に生かし、着実に

次世代へ引き継いでいくとともに、市民が主体となった様々な学習機会やスポーツ、文化活

動の活性化により、市民一人ひとりが夢や目標を持って生き生きと暮らすことができ、生涯

を通じてお互いに支えあい、学びあう教育の実現をめざします。 

 

１ 基本理念 
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めざす教育の方向性 ２ 

基本理念の実現に向けて、前計画の方向性を継承し、次の３つの視点からめざす教育

の方向性を定めます。 

視点１ 一人ひとりの子どもの健やかな成長を支えていくために 

  

 

幼児期における教育と子育て支援や学校教育の充実を図るとともに、学校・

家庭・地域が一体となって、社会で自立していくための基礎となる「生きる

力」をはぐくみ、一人ひとりの子どもの健やかな成長を支援します。 

 

知・徳・体のバランスのとれた「生きる力」の育成 

義務教育終了までの期間は、人が社会的に自立していくための基礎となる力を形成す

る重要な時期です。 

複雑で予測困難な現代社会においてこそ、将来にわたって子どもたちが大きく夢を持

ち、自らが考えて創造し、互いの個性や考え方を尊重し多様性を認め合いながら、目標

に向かってたくましく生きていく力をはぐくむ必要があります。 

このため、幼児期における教育と子育て支援の充実を図るとともに、幼児期から小学

校、小学校から中学校までの円滑な接続と連携を推進します。 

また、学習指導要領が掲げる「主体的・対話的で深い学び」の視点から、「知識・技

能」、「思考力・判断力・表現力等」や「学びに向かう力・人間性」など、これからの

時代に求められる資質・能力を身に付ける教育を推進し、知・徳・体のバランスのとれ

た「生きる力」をはぐくんでいきます。そのなかで、多様な子どもの可能性を引き出す

ために、様々な場面における体験を通じた学びとともに、ICT を活用した教育を推進し

ます。 

さらには、支援を必要とする子どもや不登校の状態にある子どもなど、一人ひとりの

状況に配慮し、すべての子どもたちにきめ細かな支援が行き届くよう、様々な人材の活

用を進めながら、必要な支援体制や支援の場の充実に努めていきます。 
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教育施策推進のための基盤と環境整備 

社会状況の変化に伴い、学校や教員に求められる役割が拡大する中、教育活動の直接

の担い手である教員の長時間勤務の実態が社会的な問題となっています。 

また、日々成長する子どもの教育に携わり、子どもの可能性を伸ばす役割を担う教員

には、社会状況の変化にも対応しながら、常に資質能力の向上を図ることが求められて

います。 

このため、教員が限られた時間の中で、その専門性を発揮できる業務に専念し、質の

高い教育を提供できるよう、学校における業務の役割分担・適正化等を推進するととも

に、教員研修の充実を図り、指導力と資質の向上に取り組みます。 

また、子どもたちを取り巻く状況が変化しても持続的で魅力ある学校教育が実施でき

るよう、学校施設の適切な維持管理と教育環境の改善や、様々な場面を想定した安全対

策等に取り組むとともに、望ましい学校規模や持続可能な学校の在り方等について検討

していきます。 

さらには、家庭の経済事情にかかわらず、すべての子どもたちが必要な資質・能力を

身に付けることができるよう、教育機会の確保を図るための支援に取り組みます。 
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学校・家庭・地域と連携・協働して行う教育の推進 

学校や児童生徒、さらには地域を取り巻く課題が複雑化・多様化する中、未来を担う

子どもたちに必要な資質・能力や、郷土への愛着と誇りをはぐくむためには、学校・家

庭・地域がそれぞれの立場から子どもの教育に関わり、相互に連携協力しながら一体と

なって子どもたちの成長を支えていくことが重要です。 

このため、地域住民や保護者と学校が、めざすべき教育のビジョンや目標を共有し、

力を合わせて学校運営に取り組むとともに、地域や大学、企業、団体等と学校が相互に

パートナーとして連携・協働して、子どもたちの学びや健やかな成長を支援する環境を

整えます。 

また、教育の出発点である家庭教育が、子どもたちの自主性を尊重しながら、その役

割を十分果たしていくことができるよう、多様な人材や関係機関が連携・協働して子育

ての不安や保護者の孤立化に対応するなど、家庭の教育力の向上に向けた相談機能の強

化を図り、地域全体で子どもの成長と子育て・子育ちを支援していきます。 
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視点２ 生き生きと暮らし、学びあうまちづくりのために 

だれもが生き生きと暮らすことができ、生涯にわたり学び、活躍することが

できる環境を整備するとともに、スポーツや文化芸術活動に親しむ機会の充実 

を図り、一人ひとりの夢や生きがいづくりを支援します。 

 

「人生１００年時代」を見据えた生涯学習、スポーツ、文化 

芸術活動の推進 

少子高齢化の更なる進展とともに、「人生１００年時代」の到来が予測される中、市民

一人ひとりが、より豊かな人生を送るためには、生涯を通じて学び、学びの成果を適切に

生かして活躍できる環境を整える必要があります。 

このため、若者から高齢者まで、ライフステージに応じた学びのきっかけづくりや学び

直しの機会を提供するなど、本市の地域資源等を有効に活用しながら、市民ニーズや時代

の変化に即した多様な学習機会の提供等に取り組むとともに、地域社会の一員としての

市民性をはぐくむ教育を推進します。 

また、地域社会や地域コミュニティの維持と活性化を図るため、生涯学習の成果が地域

社会に適切に還元できる仕組みづくりに取り組むとともに、地域の学びを支える担い手

づくりを推進します。 

さらには、市民の生涯学習や社会教育の活動拠点となる公共施設の適切な維持管理を

行うほか、ＩＣＴ等の新たな技術を活用しながら、安全で快適な学習環境づくりに努めま

す。 

また、子どもから高齢者まで、すべての市民が生き生きと暮らすためのレクリエーショ

ン活動やスポーツ活動を支援するとともに、健康維持や体力づくり、仲間づくりに向け、

だれもが、いつでも、どこでも、生涯にわたりスポーツに親しめる環境づくりを市民との

協働で推進します。 

さらには、多様な文化芸術の鑑賞機会や文化芸術活動の発表機会を提供するなど、市民

が取り組む文化芸術活動の活性化を図ります。 
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視点３ 地域全体で歴史文化を継承していくために 

伊勢原の豊かな自然にはぐくまれた歴史文化を地域で保護、活用することに

より、適切に継承していくとともに、その魅力を広く発信し、地域づくりに生

かしていきます。 

歴史文化の継承とまちづくりへの活用 

伊勢原には、豊かな自然と長い歴史とともに、先人から受け継いだ価値の高い文化財が

数多く伝えられています。これらは私たち市民の誇りであり、貴重な地域資産となってい

ます。 

人口減少、少子高齢化等の社会状況の変化を背景に、文化財の滅失・散逸等の防止が全

国的な課題となる中、その着実な継承を図るためには、歴史文化をまちづくりに生かしな

がら、継承の担い手を確保するなど、地域ぐるみで適切に保存し、活用していくことが必

要です。 

このため、令和３(2021)年に文化庁長官の認定を受けた「伊勢原市文化財保存活用地

域計画」に基づき、市内の文化財についての継続的な調査や所有者と連携した適切な維持

管理と保存、本市の歴史文化の魅力的、効果的な情報発信や公開活用、さらには文化財に

携わる人材の育成等により、様々な人がその魅力に触れる機会の充実を図りながら、本市

の歴史文化を後世にしっかりと引き継いでいきます。 

また、子どもから高齢者まで、多くの人が気軽に歴史文化に親しむことができる環境整

備に向けた検討を進め、本市の歴史文化に対する理解を深めるとともに、観光関連団体等

と連携し、平成２８(2016)年に文部科学大臣の認定を受けた日本遺産「大山詣り」の取

組をいっそう推進するなど、歴史文化の多角的な活用を図り、地域の活性化につなげてい

きます。 
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第４章 施策の展開  

 

１ 施策体系 

■目標１ 夢と希望を持ち、可能性に挑戦する力の育成 

めざす姿 
質の高い教育の提供に向けたきめ細かな指導や、一人ひとりの状況に応じた支援により、

子どもたちの「生きる力」がはぐくまれています。 

施 策 

施策名 施策の取組方針 

1 確かな学力の育成 

(1) 幼児教育の充実 

(2) 個別最適な学びの推進 

(3) 社会環境の変化に対応した教育の推進 

2 豊かな心の育成 
(1) 読書活動の充実 

(2) 豊かな心を養う体験活動及び人権教育の啓発推進 

3 健やかな体の育成 
(1) 児童生徒の健康づくりと体力向上の促進 

(2) 食育の推進 

4 
多様なニーズに応じ

た支援体制の充実 

(1) 幼児期のインクルーシブ教育の推進 

(2) 教育相談の充実 

(3) 一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援教育の推進 

(4) いじめ・不登校対策の充実 

 

■目標２ 児童生徒の成長と学びを支える環境の整備 

めざす姿 
安全・安心で快適な教育環境が整い、子どもたちが健やかに成長し、学校生活を送ってい

ます。 

施 策 

施策名 施策の取組方針 

５ 
持続可能な指導体制

の整備 

(1) 教職員の人材育成の強化 

(2) 学校における職場環境の整備 

６ 
安全・快適な教育環

境の整備 

(1) 学校施設の計画的な改修の推進 

(2) 人口減少等の将来を見据えた教育環境の整備 

(3) 児童生徒の安全・衛生対策の推進 

７ 
教育機会の保障と 

支援 

(1) 幼児教育に対する経済的支援の推進 

(2) 入学・就学支援の推進 
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■目標３ 地域全体で取り組む教育力の向上 

めざす姿 
学校と地域の多様な連携のもと、子どもたちのふるさと伊勢原への愛着と誇りをはぐく

み、地域全体で家庭教育を支えています。 

施 策 

施策名 施策の取組方針 

８ 
学校と地域の連携・協働の 

推進 

(1) 地域と連携・協働した学校づくりの推進 

(2) 子ども・若者の健全育成と居場所づくりの推進 

９ 家庭教育支援の推進 
(1) 関係機関や地域と連携した家庭教育支援の推進 

(2) 家庭教育に関する学習機会の充実 

 

■目標４ 生涯学び、活躍できる環境整備とスポーツの推進 

めざす姿 
生涯を通じて学び、学びの成果を生かし活躍できる環境が整い、市民一人ひとりが生き

がいを感じて暮らしています。 

施 策 

施策名 施策の取組方針 

10 生涯学習活動の推進 

(1) 生涯学習を支える環境づくり 

(2) 公民館を拠点にした学習機会の充実 

(3) 図書館・子ども科学館における生涯学習の推進 

11 
学びを支える社会教育施設の

整備 

(1) 公民館の計画的な施設改修の推進 

(2) 図書館・子ども科学館の計画的な施設改修の推進 

12 
文化芸術・スポーツ活動の 

推進 

(1) 文化・芸術活動の推進 

(2) スポーツ活動の推進 

 

■目標 5 次世代につなぐ、文化財保護の推進 

めざす姿 
文化財の適正な保存と活用により、その継承が図られ、市民と価値や魅力を共有しなが

ら、まちづくりに生かしています。 

施 策 

施策名 施策の取組方針 

13 
歴史文化の調査・保存・活

用と人材育成 

(1) 調査・研究と保存の推進 

(2) 情報発信と活用、人材育成の推進 

 

※施策体系と教育ビジョンとの関係 

 本計画の施策体系は、教育ビジョンで示した 3 つの視点に沿って整理しています。施策体

系の目標 1 から 3 までの施策は視点 1 に、目標 4 の施策は視点 2 に、目標 5 の施策は視点

3 にそれぞれ対応しています。 
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2 個別施策 

（1）施策の構成と見方  

 

 

 

     

 

 

 

                 

 

 

 

【施策の内容】 

目標(めざす姿)の実現に向けた

施策の内容を記載しています。 

【施策名】 

施策の名称を記載しています。 

【現状と課題】 

施策に関する国の動向や本市

の現状等と主な課題を記載し

ています。 

【施策の取組方針】 

施策を推進する上での取組の

方向を記載しています。 
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【指標】 

施策の取組方針ごとに指標を

設定し、記載しています。 

※具体的な目標値を示すことが困難な

場合は、矢印でめざす方向を示して

います。 

※成果を数値化することが困難な場合

は、活動指標で表しています。 

【関連する個別計画等】 

施策に関連する個別計画や指

針等を記載しています。 

【対応する SDGs】 

施策の推進により、達成に寄

与する SDGs のゴールを記載

しています。 

【用語の説明】 

専門的な用語には説明を記載

しています。 
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（２）持続可能な開発目標（SDGs）と本計画との関連  

－SDGs の実現に向けて－ 

 

SDGs は 17 の目標で構成され「誰一人取り残さない」社会の実現をめざすものです。 

本計画においても、施策と SDGs の目標との関係を明確にしながら、SDGs の実現に向

け施策を総合的に推進していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：国際連合広報センター】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



33 

 

（３）分野別の施策  

 

 

 

＜めざす姿＞ 

質の高い教育の提供に向けたきめ細かな指導や、一人ひとりの状況に応じた支援に

より、子どもたちの「生きる力」がはぐくまれています。 

  

 

施策名 

 

施策の取組方針 

1 確かな学力の育成 

(1) 幼児教育の充実 

(2) 個別最適な学びの推進 

(3) 社会環境の変化に対応した教育の推進 

2 豊かな心の育成 
(1) 読書活動の充実 

(2) 豊かな心を養う体験活動及び人権教育の啓発推進 

3 健やかな体の育成 
(1) 児童生徒の健康づくりと体力向上の促進 

(2) 食育の推進 

4 
多様なニーズに応じた

支援体制の充実 

(1) 幼児期のインクルーシブ教育の推進 

(2) 教育相談の充実 

(3) 一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援教育の推進 

(4) いじめ・不登校対策の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 1 夢と希望を持ち、可能性に挑戦する力の育成 
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【現状と課題】 

▷平成３０(2018)年に改訂後の幼稚園教育要領が施行され、幼稚園教育においてはぐくみ

たい資質・能力や小学校教育との円滑な接続が明確化されました。 

▷学習指導要領に基づく主体的・対話的で深い学びの実現を図るため、子ども一人ひとり

の状況に応じた個別最適な学びと、他者とともに進める協働的な学びを一体的に進めら

れるような授業改善が求められています。 

▷令和 4(2022)年度から実施された国・県による小学校高学年教科担任制※１とともに本

市がこれまで行ってきた教科担当制※２を引き続き推進することで、専門性を生かした授

業や複数教員による多面的な指導の充実を図ることが必要です。また、少人数指導につ

いても、非常勤講師や指導補助員の配置を継続して行うことが求められています。 

▷GIGA スクール構想※３に基づき、令和 2(2020)年度に市内小中学校の全児童生徒及び

教員にタブレット端末を１人 1 台整備しました。今後 ICT を活用した効果的な授業実践

に向けて小中学校間で情報共有を図るとともに、機器の計画的な更新に向けた取組が必

要です。 

▷幼稚園等を含む教育機関の教職員を対象とした「地域教育機関等連絡協議会」では、様々

なテーマについて研究や実践、情報交換を行っており、こうした取組を通じて幼稚園や

小中学校等における各段階に応じた教育活動への理解を深めることが重要です。 

▷様々な社会環境の変化に柔軟に対処できるよう、児童生徒が自ら考え対応できる能力を

育成する必要があります。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 幼児教育の充実  

①幼稚園、認定こども園等で使用する教材等の購入に対する支援を行い、幼児教育の充

実等を推進します。 

(2) 個別最適な学びの推進  

①小学校教科担当制や少人数指導等に取り組み、児童生徒１人ひとりの特性に応じた学

習機会の提供等を推進します。 

②ICT を活用した個別最適な学習活動を推進するとともに、ICT 環境の整備充実を図り

ます。 

③幼稚園・認定こども園等、小学校、中学校等の校種間連携を進め、発達や学びの連続

性を踏まえた指導を推進します。 

施策１ 確かな学力の育成 

【施策の内容】 

子どもたちが、意欲的に学び、必要な資質・能力を身に付けることができるよう、

様々な連携等によるきめ細かな指導体制の充実や、社会環境の変化に主体的に対応でき

る力をはぐくむ教育を推進します。 
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(3) 社会環境の変化に対応した教育の推進  

①小中学校への ALT※４の配置等により、児童生徒の外国語でのコミュニケーション能力

の育成や国際理解教育を推進します。 

②児童生徒が情報手段を適切に活用し、主体的に情報化社会に参画する力をはぐくむた

め、情報モラル教育を推進します。 

③自然災害への備えや対応などへの理解促進を図るため、防災教育を推進するなど、社

会環境の変化に対応した教育を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 教科担任制：高学年において、専科指導を行うことにより専門性の高い教科指導を行い、義務教育 9 年間を見通した質の

高い教育の実現を図る国・県の制度。 

 

※２ 教科担当制：学校全体で授業交換等を行うことにより専門性の高い教科指導を行うとともに、複数教員による児童理解・

指導を図る本市独自の制度。 

 

※３ GIGA スクール構想：児童生徒に１人１台端末と高速大容量の通信ネットワーク（校内 LAN）を一体的に整備することで、

特別な支援を必要とする子どもを含め、多様な子どもたち一人ひとりに個別最適化された学びの実現をめざす取組。 

 

※４ ALT：児童生徒の実践的な外国語教育を支援する、外国語が母語である外国語指導助手。 

 

※５ 全国学力・学習状況調査：義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学力や学習状況を

把握・分析し、指導の充実や学習状況の改善に役立てるために文部科学省が実施している調査。 

【関連する個別計画等】 

○伊勢原市子ども・子育て支援事業計画 

【指標】 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

私立幼稚園教材費等助成事業

補助金の交付割合 

幼稚園等の教材教具購入等に対す

る補助金申請に係る交付割合 

100％ 

（Ｒ３） 

100％ 

小学校指導補助員の配置人数 小学校へ配置する指導補助員の 

人数 

13 人 

（Ｒ４） 

19 人 

スマートフォン等の使用につ

いて、家の人との約束を守って

いる児童生徒の割合 

「全国学力・学習状況調査」※５に 

おける児童生徒の回答値 

（小中学校の平均値） 

73％ 

（Ｒ４） 

76％ 

    

【対応するＳＤＧs】 
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【現状と課題】 

▷学習指導要領では、学校図書館の機能である、自由な読書活動や読書指導の場である「読

書センター」機能や、自発的・主体的・協同的な学習活動を支援する等の「学習センタ

ー」機能、児童生徒や教職員の情報ニーズに対応した情報収集・選択・活用能力を育成

する「情報センター」機能の利活用により、児童生徒の自主的・自発的な学習活動や読

書活動を充実するよう努めることが大切としています。 

▷学校図書館の機能を有効に活用するためには、図書館資料のデータベース化とともに、

平成 28(2016)年の学校図書館法の改正により配置が努力義務とされた、学校図書館へ

の学校司書の配置を図る必要があります。 

▷児童生徒の地域の歴史や文化財に対する関心と理解を深め、郷土愛をはぐくむため、本

市では市内の小中学校へ文化財担当職員や歴史解説アドバイザー等を派遣して、文化財

を活用した歴史等の出前講座等を行っています。 

▷子ども科学館では、館内の活動にとどまらず、幼稚園や小中学校等へ職員を派遣し、工

作や実験教室、サイエンスショーを実施しています。子どもたちに理科の楽しさを伝え、

自由な発想をはぐくむため、今後も継続して取り組む必要があります。 

▷小中学校では、人権教育を通じて個人の価値を尊重し、多様性の認識共有等をはぐくむ

取組を進めています。 

 

 

【施策の取組方針】 

(1) 読書活動の充実  

①学校図書のデータベース化や専門的な知識に基づく図書・資料の整理、充実を図り、

児童生徒の読書活動を促進します。 

(2) 豊かな心を養う体験活動及び人権教育の啓発推進  

①本市の文化財等を活用した授業やサイエンスショー等の体験学習を通して、児童生徒

に郷土愛のはぐくみや豊かな発想を促す教育を推進します。 

②教育活動を通して児童生徒が様々な人権課題を学ぶ機会を設け、お互いを尊重し多様

性を認めあう、人権教育を推進します。 

 

 

施策２ 豊かな心の育成 

【施策の内容】 

子どもたちの豊かな人間性と社会性をはぐくむため、学校における読書活動の充実を

図るとともに、地域資源等を活用した様々な体験活動や児童生徒の発達に応じた人権教

育を推進します。 
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【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

普段全く読書をしない児童

生徒の割合 

「全国学力・学習状況調査」

における児童生徒の回答値 

（小中学校の平均値） 

 

33.2％ 

（Ｒ４） 

2８％ 

人の役に立つ人間になりた

いと思う児童生徒の割合 

「全国学力・学習状況調査」

における児童生徒の回答値 

（小中学校の平均値） 

 

94.5％ 

（Ｒ４） 

９5％  

    

 

【対応するＳＤＧs】 

 

                 

【関連する個別計画等】 

 

－ 
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【現状と課題】 

▷児童生徒の健康及び体力の維持・向上を図るため、全小中学校で定期健康診断を実施し、

必要に応じて精密検査を促すなどの疾病予防を行っています。 

▷また、「全国体力・運動能力・運動習慣等調査」に基づく体力テストを行い、その結果を

分析・検証し、学校での指導に生かしています。適切な保健指導や体育・健康等に関す

る指導の改善を図るため、今後も継続して児童生徒の健康や体力の状況等を把握する必

要があります。 

▷学校給食には可能な限り地場産野菜を取り入れ、安心安全な食材を選定しています。ま

た、学校給食を生きた教材として活用し、食育を推進しています。さらに食育効果を高

めるため、中学生を対象とした思春期栄養改善事業※１を実施し、食育の推進とともに生

徒の健康増進につなげています。 

 

 

【施策の取組方針】 

(1) 児童生徒の健康づくりと体力向上の促進  

①児童生徒の健康状態や身体の成長、体力、運動能力等の定期的な把握、さらには授業

における適正な運動量の確保等により、児童生徒の健康づくりと運動習慣の定着、及

び運動能力の維持・向上を図ります。 

(2) 食育の推進  

①学校給食への地場産野菜の活用により地域の農産物への興味を促すなど、地域の特色

を取り入れた食育を推進するとともに、栄養教諭等による食に関する専門的な指導等

により、児童生徒の食に関する正しい知識と望ましい食習慣の定着を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策３ 健やかな体の育成 

【施策の内容】 

児童生徒が心身ともに健やかに成長していくことができるよう、健康の保持増進と一

人ひとりに応じた体力の向上、及び食育の充実を図ります。 
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※１ 思春期栄養改善事業：中学生を対象に、栄養教諭や栄養士による食に関する学習と骨密度測定を実施する事業。 

 

※２ 全国体力・運動能力、運動習慣等調査：全国的な児童生徒の体力・運動能力や運動習慣、生活習慣等を把握・分析し、学

校での体育・保健体育の授業等の充実・改善に役立てるためにスポーツ庁が実施している調査。  

【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

運動が好きと感じている

児童生徒の割合 

「全国体力・運動能力、運動習

慣等調査」※２における児童生

徒の回答値（小中学校の平均

値） 

 

85％ 

（Ｒ３） 

90％ 

小学校給食における地場

産野菜の使用回数 

小学校給食で 1 年間に地場産

野菜を使用する回数 

102 回 

（Ｒ３） 

110 回 

    

【対応するＳＤＧs】 

    

       

 

【関連する個別計画等】 

 

 ○伊勢原市食育推進計画 
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【現状と課題】 

▷特別な支援を必要とする就学前児童の入園受入を促すため、幼稚園・認定こども園等の

設置者による受入環境や体制整備を支援する必要があります。 

▷児童生徒や保護者、教職員が抱える課題が多様化しており、相談支援体制の充実が必要

となっています。 

▷通級指導教室は、現在、桜台小学校及びすこやか園内に開設し、市内の公立小学校に在

籍する児童が通っています。通級指導教室のさらなる充実に向けて、運営方法等の在り

方について検討を進める必要があります。 

▷インクルーシブ教育システム※１の構築に向け、個別の教育的ニーズのある児童生徒に対

しては、通常の学級のほか、通級による指導、特別支援学級等の連続性のある多様な学

びの場を用意しておく必要があります。また、外国につながりがあり日本語の指導を必

要とする児童生徒に対しては、対象となる児童生徒の増加や取り扱う言語の多様化もあ

り、支援体制の充実が求められています。 

▷いじめ問題専門調査会※２やいじめ防止等連絡協議会での協議内容等を全小中学校へ情報

提供するなど、多角的・多面的な知識共有を図っています。 

▷不登校等の児童生徒の抱える課題に対しては、教育相談のほか、学校におけるスクール

カウンセラーやスクールソーシャルワーカー等と連携した支援、小集団による指導等の

対応を行っています。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 幼児期のインクルーシブ教育の推進  

①特別な支援を必要とする就学前児童等を通常クラスで受け入れる幼稚園や認定こども

園等の設置者を支援し、幼児期のインクルーシブ教育を推進します。 

(2) 教育相談の充実  

①教育センターにおける教育相談や小中学校への相談に関わる専門的な人材の配置、さ

らには関係機関との連携等により、教育相談の充実を図ります。 

(3) 一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援教育の推進  

①通級指導教室の充実に向けた検討や、特別支援学級に在籍する児童生徒の教育活動へ

の支援など、児童生徒の実態に応じた多様な学びの場の確保を図るとともに、外国に

つながりのある児童生徒等への支援等により、個々の教育的ニーズに対応した支援教

育を推進します。 

 

施策４ 多様なニーズに応じた支援体制の充実 

【施策の内容】 

共生社会の形成に向け、すべての子どもたちが心身の発達等に応じた教育を受けられ

る環境を整えるため、関係機関との連携のもと、個々の教育ニーズに応える切れ目のな

い相談・支援体制の充実を図ります。 
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(4) いじめ・不登校対策の充実  

①いじめの未然防止等に向け、学校、教育委員会、専門家、関係機関等が連携・協力しな

がら、対策の充実といじめを許さない風土づくりを推進します。 

②不登校の未然防止と早期対応に向け、教職員、教育相談員、スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカーのほか、関係機関等からなる支援体制の連携強化を図り

ます。また、不登校児童・生徒の学校生活への復帰等に向けた適応指導教室※3 での支

援により、不登校対策の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ インクルーシブ教育システム：障がいのあるなしにかかわらず、個別の教育的ニーズに配慮しながら、同じ場所でともに

学ぶことを追求し、誰もが相互に人格や個性を尊重し、多様な在り方を認め合う共生社会の形成に向けた教育のしくみ。 
 

※２ いじめ問題専門調査会：いじめ防止対策推進法に基づき、学校で発生したいじめの重大事態の調査やいじめ防止等に向け

た対策を行う組織。法律、医療、心理、福祉、教育等の専門的知識及び経験を有する者で構成される。 

 

※3 適応指導教室：心理的・情緒的要因等により、学校に登校しない、あるいは登校したくともできない状態にある児童生徒が、

在籍校等に通学できるようになることや社会的自立に向け、教育相談や小集団活動によって援助・指導を行う教室。 

【指標】 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

幼稚園・認定こども園等による

インクルーシブ教育や障がい

児の保育に係る補助金の交付

状況 

特別な支援を必要とする就学前児童

等を受け入れた幼稚園・認定こども

園・保育所からの当該補助金申請に

対する交付割合 

100％ 

（Ｒ３） 

100％ 

教育相談員・スクールソーシャ

ルワーカーの配置人数 

1 日あたりの教育相談員・スクール

ソーシャルワーカーの配置人数 

9.0 人 

（Ｒ４） 

10.8 人 

特別支援教育について理解し、

児童生徒の特性に応じた指導

上の工夫をよく行っている教

員の割合 

「全国学力・学習状況調査」におけ

る学校の回答値 

（小中学校の平均値） 

50％ 

（Ｒ４） 

100％ 

いじめ事案の解消割合 解消したいじめ事案の割合 89.5%

（Ｒ３） 

100％ 

  

【対応するＳＤＧs】 

      

【関連する個別計画等】 

○伊勢原市いじめ防止基本方針 

○伊勢原市子ども・子育て支援事業計画 
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＜めざす姿＞ 

安全・安心で快適な教育環境が整い、子どもたちが健やかに成長し、学校生活を送

っています。 

 

施策名 

 

施策の取組方針 

５ 
持続可能な指導体制の

整備 

(1) 教職員の人材育成の強化 

(2) 学校における職場環境の整備 

６ 
安全・快適な教育環境

の整備 

(1) 学校施設の計画的な改修の推進 

(2) 人口減少等の将来を見据えた教育環境の整備 

(3) 児童生徒の安全・衛生対策の推進 

７ 
教育機会の保障と 

支援 

(1) 幼児教育に対する経済的支援の推進 

(2) 入学・就学支援の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 2 児童生徒の成長と学びを支える環境の整備 
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【現状と課題】 

▷学習指導要領の全面実施に伴い、教員には、子ども一人ひとりの特性や学習進度などに

応じた指導・学習活動の提供等とともに、子ども同士や他者との協働による学びができ

る力をはぐくむ指導が求められています。教員の資質能力向上のため、研修内容の充実

や工夫・改善や支援体制のさらなる充実が必要です。 

▷教職員が自らの人権感覚を磨き、人権教育に対する正しい理解を深めるため、教職員を

対象とした人権教育を開催するとともに、各種団体が主催する研修会等に派遣していま

す。 

▷教育課題の多様化や複雑化に伴う教職員の負担を軽減し、児童生徒と向き合う時間を確

保するとともに、充実した授業を実践するため、授業や中学校の部活等に指導協力者等

を派遣しています。専門性の高い指導が受けられるメリットもあり、協力者の確保や派

遣時間の拡充も求められています。 

▷児童生徒等の抱える問題が深刻化する中、学校等で発生する問題について法的な見地を

もって対処し迅速な解決を図るとともに、未然防止に向け危機管理能力の向上を図る必

要があります。 

▷教職員の多忙解消に向け、学校が担う業務の役割分担等の見直しが求められています。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 教職員の人材育成の強化  

①教職員一人ひとりの資質能力と指導力等の向上を促すため、経験や職能等に応じた研

修の充実や人権意識向上に向けた研修会の開催、さらには教職員の学校を越えた主体

的な研究活動を支援し、教職員の人材育成の強化を図ります。 

(2) 学校における職場環境の整備 

①教職員が本来担うべき業務に専念できる環境を整えるため、部活動等における教職員

の負担軽減や、学校等で発生した問題等への法的見地からの支援体制の強化を図りま

す。また、給食費の公会計化に向けた検討を行うなど、学校等が担う役割等の見直しを

図ります。 

 

 

 

施策５ 持続可能な指導体制の整備 

【施策の内容】 

複雑・多様化する教育課題に対応しつつ教育の質を確保するため、教員研修の充実や

研究活動の活性化等によりその資質能力向上を促すとともに、多様な人材の確保や事務

の合理化等により学校及び教職員が担う業務の役割分担・適正化を図ります。 
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※1 スクールロイヤー：学校で起こるいじめや保護者対応、学校事故対応等、学校現場における様々な問題について法的な側面

から解決に向けた支援を行う弁護士資格を有する者。 

【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

自らの専門性を高めるため、校

外の教育に関する研究会等に定

期的・継続的に参加している教

員の割合 

「全国学力・学習状況調査」におけ

る学校の回答値（小中学校の平均

値） 

67.5％ 

（Ｒ4） 

75％ 

スクールロイヤー※1 の配置 

 

教育委員会におけるスクール 

ロイヤーの配置 

未配置 

（Ｒ４） 

配置 

    

【関連する個別計画等】 

  

○伊勢原市いじめ防止基本方針 

     

【対応するＳＤＧs】 
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【現状と課題】 

▷第２期教育振興基本計画期間においては、小中学校トイレの洋式化を含めたリニューア

ル（5 カ所）や普通教室等へのエアコン設置（480 教室）を行い、教育環境の改善に努

めました。 

▷本市の学校施設は 8 割以上の建物が建築から３０年以上経過し、建物の外部、内部や設

備の劣化に加え機能面の老朽化も進行していることから、学校施設を適切に維持管理し、

安全性や必要な機能を確保するとともに快適性の向上に努める必要があります。 

▷今後の施設改修等には多額のコストを要し、整備時期の集中も見込まれるため、計画的

な整備とともに改修等に係る経費の縮減等を検討する必要があります。 

▷中長期的に児童生徒数の大幅な減少が見込まれており、学校教育の在り方を踏まえ、小

中学校の規模等の適正化を図る必要があります。 

▷通学路の安全確保のため、学校、教育委員会、PTA、警察、自治会等が協力して各小中

学校通学路の安全点検を行い、危険個所については、道路等関係部署や警察等関係機関

と連携しながら改善を図っていく必要があります。 

▷新型コロナウイルス感染症防止対策として、手洗い・手指消毒等の基本的な対策を取り

ながら、学校活動を行っています。児童生徒のマスクの着用方法等、国の感染症対策の

動向を考慮しながら、感染防止対策を継続していく必要があります。 

▷学校校舎等の照度や飲料水の水質、騒音・化学物質等に係る環境衛生検査を実施するこ

とで、児童生徒が安心して学習できる衛生的な教育環境の保持に努める必要があります。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 学校施設の計画的な改修の推進  

①老朽化する学校施設の安全を確保し、快適な教育環境を整えるため、学校施設個別施

設計画※１に基づく改修等を計画的に進め、学校施設の適切な維持管理に努めます。 

(2) 人口減少等の将来を見据えた教育環境の整備  

①少子化に伴う児童生徒数の減少等を踏まえ、学校の適正規模・適正配置に係る検討を

行うとともに、学校プール施設や給食施設の在り方について検討を行うなど、持続可

能な教育環境を整えます。 

(3) 児童生徒の安全・衛生対策の推進  

①学校、教育委員会、ＰＴＡ、警察等が協力した通学路の安全対策や、新型コロナウイ

ルス感染症をはじめとする感染症予防等の対策、適正な衛生環境の確保に向けた取組

等により、児童生徒等が安心して学習に取り組める教育環境の保持に努めます。 

施策６ 安全・快適な教育環境の整備 

【施策の内容】 

児童生徒が学校で安全かつ快適に学び生活できるよう、学校施設等の環境改善に取り

組むとともに、少子化等に対応した持続可能で良好な教育環境を整えます。 
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※1 学校施設個別施設計画：学校施設の中長期的な維持管理にかかる経費の縮減と予算の平準化を図りつつ、学校施設に求め

られる機能・性能を確保することを目的に策定した計画。  

【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

学校トイレの洋式化割合 市内小中学校校舎トイレの洋式

化割合 

60.2% 

（Ｒ３） 

80% 

適正規模・適正配置に係る

基本方針の策定 

市内小中学校の適正規模・適正配

置に係る基本的な方針の策定 

未策定 

（Ｒ３） 

策定 

通学路安全点検の実施校

数 

市内小中学校通学路の安全点検

実施校数 

1４校 

（Ｒ３） 

14 校 

    

【対応するＳＤＧs】 

 

      

【関連する個別計画等】 

 

  ○伊勢原市学校施設個別施設計画 

 



48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】 

▷子ども・子育て支援新制度や、幼児教育・保育の無償化により、保護者が幼稚園・認定こ

ども園等の施設を利用する際の費用負担が軽減されました。子どもの将来が、生まれ育

った家庭の事情等に左右されないよう、環境づくりや支援を継続していく必要がありま

す。 

▷経済的理由により就学が困難と認められる児童生徒及び就学前の児童の保護者に対し、

新入学学用品費や学校用品費等の必要な就学奨励費等を支給するとともに、特別支援学

級に在籍する児童生徒の保護者に対しては、保護者の負担能力に応じて、新入学児童・

生徒学用品費等、必要な就学奨励費を支給しています。 

▷児童生徒を養育する低所得のひとり親家庭に対しては、入学支度金を支給するなど、ひ

とり親家庭への支援を継続して行う必要があります。 

 

 

【施策の取組方針】 

(1) 幼児教育に対する経済的支援の推進  

①幼稚園、認定こども園等へ園児の施設利用に係る給付費等を支給し、保護者の経済的

な負担軽減を図るとともに、子どもたちの教育環境の充実に努めます。 

(2) 入学・就学支援の推進  

①経済的な理由により就学が困難と認められる児童生徒及び就学前の児童の保護者や、

特別支援教育が必要となる児童生徒の保護者に対し、所得や負担能力に応じた経済的

な支援を行うとともに、経済的に困難なひとり親家庭に対し入学支度金等の支援を行

い、教育機会の確保を図ります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

施策７ 教育機会の保障と支援 

【施策の内容】 

家庭の社会経済的な状況によらず、すべての子どもたちが適切な教育を受けられるよ

う、教育費等に係る必要な経済的支援を推進します。 
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【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

３歳以上の園児の保育料

無償化の状況 

幼稚園、認定こども園等に在園

する３歳児以上の園児に係る

保育料が無償化される市内施

設の割合 

100％ 

（Ｒ３） 

100％ 

 

支援を必要とする家庭へ

の就学援助費の支給割合 

支援を必要とする家庭からの

申請に対する就学援助費の支

給割合 

100％ 

（Ｒ３） 

100％ 

    

 

【関連する個別計画等】 

  

○伊勢原市子ども・子育て支援事業計画 

○伊勢原市子どもの貧困対策に関する取組方針 

【対応するＳＤＧs】 
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＜めざす姿＞ 

学校と地域の多様な連携のもと、子どもたちのふるさと伊勢原への愛着と誇りをは

ぐくみ、地域全体で家庭教育を支えています。 

 

 

施策名 

 

施策の取組方針 

８ 
学校と地域の連携・協働の 

推進 

(1) 地域と連携・協働した学校づくりの推進 

(2) 子ども・若者の健全育成と居場所づくりの推進 

９ 家庭教育支援の推進 
(1) 関係機関や地域と連携した家庭教育支援の推進 

(2) 家庭教育に関する学習機会の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 3 地域全体で取り組む教育力の向上 
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【現状と課題】 

▷学校・家庭・地域が連携・協働して子どもたちの健やかな成長を支えるため、各小中学

校の「地域連絡会」を発展させ、令和 4(2022)年度に「学校運営協議会（コミュニティ・

スクール）※１」を設置するとともに、学校を核として地域住民等の参画を得ながら地域

全体で子どもたちの学びや成長を支える「地域学校協働活動※２」が始まりました。 

▷今後は、学校運営協議会と地域学校協働活動が相互に連携し、「地域とともにある学校づ

くり」を推進していく必要があります。 

▷平成２５(2013)年度から小学校区ごとに順次「放課後子ども教室（愛称：いせはら未来

っ子クラブ）※３」を開設し、令和 3(2021)年度では市内 7 か所で開設し運営を行って

います。今後も児童の様々な体験・交流活動の機会を確保するため、既存教室を適正に

運営するとともに、市内全小学校での開設及びプログラムの更なる充実に向け、取組を

進める必要があります。 

▷少子化や子どもを取り巻く環境変化により、子ども・若者が地域で活躍する場や多様な

世代と世代間交流をする機会が減少しています。子どもたちの健全育成のため、地域に

おける体験・交流活動などの機会を提供するとともに、担い手となる人材の発掘・育成

に努める必要があります。 

▷小学生を対象とした「児童コミュニティクラブ※４」は、市内 12 か所で開設しています。

待機児童が発生している状況から、支援員の確保等とともに民間クラブへの支援を継続

する必要があります。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 地域と連携・協働した学校づくりの推進  

①各小中学校に設置した学校運営協議会（コミュニティ・スクール）の運営支援や地域

学校協働活動の促進等により、学校、家庭、地域の連携・協働の強化のもと、地域とと

もにある学校の活性化と、多様な地域活動を通じた教育環境の充実を図ります。 

(2) 子ども・若者の健全育成と居場所づくりとの推進  

①放課後子ども教室の開設や子ども・若者の地域における体験・交流活動に取り組み、

子ども・若者の健全育成を推進するとともに、児童コミュニティクラブの運営等によ

り、放課後における児童の安全な居場所づくりを推進します。 

施策８ 学校と地域の連携・協働の推進 

【施策の内容】 

学校・家庭・地域が連携・協働して子どもたちの健やかな成長を支えるため、地域と

ともにある学校づくりを推進するとともに、学校と地域のさらなる連携・協働体制を整

え、地域活動を通じた教育環境の充実を図ります。 

また、子どもや若者の健全な育成を促すため、地域における体験学習や地域活動の機

会を提供するとともに、保護者の就労等により放課後等に家庭での養育が受けられない

児童の受け入れ体制の確保を図ります。 
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※１ 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）：学校に設置する附属機関で、保護者や地域住民等の代表を委員に任命し、校

長が作成する学校運営の基本方針を承認するなど、一定の権限と責任を持って学校運営に参画する制度。 

 

※２ 地域学校協働活動：地域の高齢者、学生、保護者、PTA、民間企業、団体等の幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体

で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」をめざして、地域と学校がパートナーとして

連携・協働して行う様々な活動。 

 

※３ 放課後子ども教室（愛称：いせはら未来っ子クラブ）：全ての児童を対象とし、小学校や児童館等の公共施設を活用して、

放課後における子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画を得ながら様々な学習や体験、交

流活動の機会を提供する文部科学省所管の事業。 

 

※４ 児童コミュニティクラブ：保護者の就労等により放課後等に家庭での養育が受けられない児童を対象とし、小学校や児童

館、保育所等の施設を利用して受け入れを行う厚生労働省所管の事業。 

【関連する個別計画等】 

 

○伊勢原市生涯学習推進指針 

○伊勢原市子ども・子育て支援事業計画 

○伊勢原市子ども・若者育成支援指針 

 

【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

学校への地域の協力者

の延べ人数 

学校教育指導協力者の延べ人数 15,184 人 

（Ｒ３） 

20,000人 

地域住民との交流体験

活動に参加した子ども

の延べ人数 

放課後子ども教室や子ども・若者

が体験活動に参加し、地域住民と

交流を行った子どもの延べ人数 

3,961 人 

（Ｒ３） 

12,000人 

    

【対応するＳＤＧs】 
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【現状と課題】 

▷核家族化の進行や地域のつながりの希薄化を背景とした養育力の低下、また子育て家庭

が抱える問題の複雑化・複合化など子育て家庭の環境が大きく変化しています。こうし

た状況から、子育て中の親子が気軽に集い、仲間づくりができる場所が必要となってい

ます。 

▷子育てに困難を抱える家庭への支援を強化するため、母子保健と児童福祉の一体的な相

談体制を整えるなど、関係機関が効果的に連携・協働できる体制づくりが必要です。 

▷公民館では、家庭での教育力の向上や保護者の心身のリフレッシュを目的とした講座を

開催しています。今後は、時間に余裕のない保護者でも参加できるような WEB 講座や

オンライン等の活用により、さらなる保護者同士の交流の場づくりを進める必要があり

ます。 

▷市内 4 中学校区で、家庭教育に関する講演会を小中学校ＰＴＡや地域団体との共催で開

催しています。ＰＴＡ等の負担が増加しないよう配慮するとともに、より多くの保護者

等が参加しやすい取組が求められています。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 関係機関や地域と連携した家庭教育支援の推進  

①子育て中の親子が気軽に集い、交流や相談ができる場を提供するとともに、子育てに

困難を抱える家庭に対し、子どもの発達に関する相談支援や養育に係る専門職等によ

る指導・助言を行うなど、家庭教育支援を推進します。 

②子育て世帯への包括的な支援を強化するため、全ての妊産婦、子育て世帯への一体的

な相談支援体制づくりに向けた取組を推進します。 

 (2) 家庭教育に関する学習機会の充実  

①家庭教育に関する情報や学習の機会を提供するとともに、保護者の交流の場づくりを

進め、家庭における教育力の向上を促します。 

 

 

 

 

 

施策９ 家庭教育支援の推進 

【施策の内容】 

子育て世代が安心して子育てや家庭教育ができるよう、気軽に子育てに関する相談や

交流ができる場の提供や、関係機関・地域との連携による子どもの健やかな成長のため

の相談・支援体制の充実を図るとともに、家庭教育に関する学習機会の提供を推進しま

す。 
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※１ 子育て支援センター、子育てひろば、つどいの広場：乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場であるとともに、子育

てアドバイザー等が子育てについての相談や情報提供、助言等を行う地域子育て支援拠点。 

 

 

 

【関連する個別計画等】 

 

○伊勢原市生涯学習推進指針 

○伊勢原市子ども・子育て支援事業計画 

 

【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

子育て親子の交流組数 子育て支援センター、子育てひろ

ば、つどいの広場※１の延べ利用組

数 

4,936 組 

（Ｒ３） 

14,000 組 

 

家庭教育に関する事業

実施回数 

家庭教育に関する学習機会や親子

で参加する行事等の実施回数 

９回 

（Ｒ３） 

１５回 

    

 

【対応するＳＤＧs】 
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＜めざす姿＞ 

生涯を通じて学び、学びの成果を生かし活躍できる環境が整い、市民一人ひとりが 

生きがいを感じて暮らしています。 

 

施策名 

 

施策の取組方針 

10 生涯学習活動の推進 

(1) 生涯学習を支える環境づくり 

(2) 公民館を拠点にした学習機会の充実 

(3) 図書館・子ども科学館における生涯学習の推進 

11 
学びを支える社会教育施

設の整備 

(1) 公民館の計画的な施設改修の推進 

(2) 図書館・子ども科学館の計画的な施設改修の推進 

12 
文化芸術・スポーツ活動

の推進 

(1) 文化・芸術活動の推進 

(2) スポーツ活動の推進 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 4 生涯学び、活躍できる環境整備とスポーツの推進 
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【現状と課題】 

▷生涯学習の推進にあたっては、市民等への学習に関する情報提供の充実とともに、学習

の成果を地域の市民活動等の活性化に生かす担い手の育成が必要です。 

▷新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、集客型の講座等が制限される中では、Ｗ

ＥＢ公民館講座やいせはら電子図書館※１の開設といった「新しい生活様式」に則した学

習の機会を提供し、市民等の学びを支えています。 

▷公民館は、様々な世代を対象とした学びの機会を提供する場や、地域で生涯学習活動を

自主的に行うサークルや団体等の活動の場となっています。 

▷公民館では、市民や社会教育関係団体等を対象とした人権に関する講演会やセミナー等

を開催し、人権に対する理解促進と啓発を図っています。 

▷図書館は年間３０万人、子ども科学館では年間 6 万人が来館しており、幅広い世代に利

用されています。 

▷図書館では、読書普及事業に携わるボランティアの育成や支援を行い、生涯学習の推進

に努めています。また、生涯学習・文化施設として情報提供や情報発信の役割を担って

いることから、市民ニーズを取り入れた資料整備に努めるとともに、必要な資料の収集・

整備を継続する必要があります。 

 ▷子ども科学館では、科学工作教室や実験教室等を通して親子のふれあいの場を提供する

とともに、地域の企業等と連携した教室も実施しています。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 生涯学習を支える環境づくり  

①多様な学習機会の提供や、生涯学習活動を支える人材の育成を図るとともに、学びの

成果を地域の活性化に生かす活動を支援します。また、ICT を活用した電子図書館の

運営等により、市民ニーズや新しい生活様式に対応した学習環境を整えます。 

(2) 公民館を拠点にした学習機会の充実  

①生涯学習活動の中心となる中央公民館と地域コミュニティの核となる地区公民館の特

性を生かし、様々な課題や市民ニーズを踏まえた学習機会の充実に努めます。 

(3) 図書館・子ども科学館における生涯学習の推進  

①図書館ボランティアや関係機関等と協働した幅広い年代に向けた読書の普及・啓発活

動や、生涯学習等に関する情報提供・情報発信、科学への興味・関心を醸成する各種体

験教室の開催など、図書館・子ども科学館における生涯学習活動の充実を図ります。 

 

施策１０ 生涯学習活動の推進 

【施策の内容】 

市民一人ひとりが個性と能力を伸ばし、生きがいのある充実した人生を送れるよう、

生涯学習を支援する人材の育成を図るとともに、公民館や図書館・子ども科学館を拠点

に、生涯を通した多様な学習機会の提供を推進します。 
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※１ 電子図書館：来館が困難な利用者へのサービスの充実と「新しい生活様式」に対応した読書推進を図るため、図書館の開

館時間に限定することなく、24 時間インターネット上で電子書籍の閲覧・返却が可能なサービス。 

 

【関連する個別計画等】 

 

○伊勢原市生涯学習推進指針 

○伊勢原市子ども読書活動推進指針 

 

【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

公民館利用者数 公民館施設使用及び公民館講

座等への参加者数 

154,179 人

（Ｒ３） 

254,000 人 

公民館講座及びＩＣＴを

活用した講座等の開催回

数 

対面による公民館講座の開催

数及びＩＣＴを活用した講座

等の開催数の合計 

115 回 

（Ｒ３） 

120 回 

図書館資料の利用点数 

 

図書・AV・デジタル資料等の個

人・団体貸出数 

 

523,384 点 

（Ｒ３） 

539,400 点 

 

    

 

【対応するＳＤＧs】 
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【現状と課題】 

▷公民館や図書館・子ども科学館は、建築から３０年を経過し、建物や設備の劣化が進ん

でいます。 

▷こうした状況を踏まえ、施設の中長期的な維持管理経費の縮減と予算の平準化を図りつ

つ、公民館や図書館・子ども科学館施設に求められる機能・性能を確保することを目的

に、令和 3 年度に個別施設計画を策定しました。 

▷今後は、個別施設計画に基づく改修等に係る財源の確保に努め、各施設・設備の劣化部

位の改修等に取り組むとともに、施設の長寿命化や建替えに向けて、適切な計画の進行

管理に努める必要があります。 

▷子ども科学館は、これまで学校教育活動における理科教育支援等の役割を果たしてきて

います。本施設の今後については、これまでの役割を踏まえるとともに、これからの時

代にふさわしい機能や役割について検討する必要があります。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 公民館の計画的な施設改修の推進  

①伊勢原市公民館施設個別施設計画※１に基づく公民館施設の適切な施設改修に努め、安

全・快適な教育環境づくりを進めます。 

(2) 図書館・子ども科学館の計画的な施設改修の推進  

①伊勢原市立図書館・子ども科学館個別施設計画※２に基づく図書館・子ども科学館の適

切な施設改修に努めるとともに、時代の変化や市民のニーズを踏まえた子ども科学館

の在り方を検討し、安全で持続可能な施設整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１１ 学びを支える社会教育施設の整備 

【施策の内容】 

市民の生涯学習を支える公民館や図書館・子ども科学館に求められる機能や性能を確

保するため、施設の維持管理に係る経費の縮減と平準化を図りながら、計画的な整備を

推進します。 



61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 公民館施設個別施設計画：公民館建物の中長期的な維持管理にかかる経費の縮減と予算の平準化を図りつつ、公民館施設

に求められる機能・性能を確保することを目的とした計画。 

 

※２ 図書館・子ども科学館個別施設計画：図書館・子ども科学館の中長期的な維持管理にかかる経費の縮減と予算の平準化を 

図りつつ、図書館・子ども科学館に求められる機能・性能を確保することを目的とした計画。 

 

 

【関連する個別計画等】 

 

○伊勢原市公民館施設個別施設計画 

○伊勢原市立図書館・子ども科学館個別施設計画 

 

【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

個別施設計画に計上した

屋上屋根・外壁改修の実

施館数 

伊勢原市公民館施設個別施設計画

に計上した令和９(2027)年度まで

に行う屋上屋根・外壁改修の実施館

数 

０館 

（Ｒ３） 

 

３館 

子ども科学館の在り方に

関する方針の策定 

伊勢原市立子ども科学館の今後の

在り方に係る方針の策定 

未策定 策定 

    

【対応するＳＤＧs】 
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【現状と課題】 

▷本市が開催する市民文化祭等は、市民の文化芸術活動の発表の場や鑑賞の機会となって

おり、今後も市民の生きがいづくりや文化芸術に親しむ機会の充実に向け、周知方法や

開催方法を工夫しながら実施することが求められています。 

▷本市には、総合運動公園や市営テニスコートなど、多様な運動・スポーツ施設が整って

おり、例年延べ３０万人以上の利用がある一方で、アンケート調査によると、運動やス

ポーツを日常的にする人と全くしない人との両極化が見られます。 

▷生涯を通じて運動・スポーツに親しみ、健康で活力ある生活を送ることができるよう、

多くの市民が日常的に運動・スポーツに親しむ環境づくりを進める必要があります。 

▷運動・スポーツに親しむ環境を将来にわたって確保するため、施設の利用状況や市民ニ

ーズ等を踏まえ、施設の最適配置や老朽化対策を進める必要があります。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 文化・芸術活動の推進  

①各種展示会や市民文化祭を開催するなど、文化芸術に関する学習成果の発表の場や優

れた芸術作品の鑑賞機会を提供し、本市の文化・芸術活動の活性化を図ります。 

(2) スポーツ活動の推進  

①各種スポーツ競技大会の開催や指導者の養成等を行い、市民等が運動・スポーツに親

しむ機会を提供します。また、スポーツ施設の保全に向けて、適正な整備・維持管理を

推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１２ 文化芸術・スポーツ活動の推進 

【施策の内容】 

市民が生涯にわたり心豊かに、健康で活力ある生活を送れるよう、市民が取り組む文

化芸術活動の発表機会や鑑賞機会を確保し、文化・芸術の振興を図ります。     

また、ライフステージに応じた運動・スポーツに親しむ機会を提供するとともに、ス

ポーツ施設の計画的な改修・維持管理によりスポーツ活動の場の確保を図ります。 
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【関連する個別計画等】 

 

○伊勢原市生涯学習推進指針 

○伊勢原市市民生涯スポーツ推進計画 

 

【指標】 

    

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

文化芸術事業の来場者数 いせはら市展、市民文化

祭、市民音楽会、美術協会

展の来場者数 

4,830 人 

（Ｒ３） 

11,000 人 

スポーツ施設の利用者数 市有スポーツ施設（総合

運動公園や鈴川公園、武

道館等）の延べ利用者数 

320,670 人 

（Ｒ３） 

 

 

【対応するＳＤＧs】 
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65 

 

 

 

 

＜めざす姿＞ 

文化財の適正な保存と活用により、その継承が図られ、市民と価値や魅力を共有し

ながら、まちづくりに生かしています。 

 

施策名 

 

施策の取組方針 

13 
歴史文化の調査・保存・活用と

人材育成 

(1) 調査・研究と保存の推進 

(2) 情報発信と活用、人材育成の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 5 次世代につなぐ、文化財保護の推進 
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【現状と課題】 

▷本市には豊かな自然と歴史にはぐくまれて継承されてきた数多くの文化財があります。 

▷本市の「伊勢原市文化財保存活用地域計画」※１は、令和 3(2021)年度に文化庁長官の認

定を受けました。今後は、この計画に基づき、文化財の調査、保存、活用、人材育成等の

取組を進めていきます。 

▷文化財を保護していくためには、市域の文化財の調査を進め、その評価を定めることで、

条例に基づく指定・登録制度を積極的に運用していくことが重要であり、文化財所有者

と連携しながら、保存修理を計画的に実施していく必要があります。 

▷小中学校における地域の歴史文化を活用した出前授業や体験教室、副読本の作成・配付

は、本市の教育の特徴的な取組となっています。 

▷文化財の活用と情報発信については、平成 28(2016)年に認定された「日本遺産」※２を

生かし、商工観光をはじめとした関係部署や文化財所有者等と連携しながら、市の知名

度向上、誘客に結び付く取組を行うとともに、「いせはら文化財サイト」の充実に向けた

取組を継続して行う必要があります。 

▷文化財の継承にあたっては、いせはら歴史解説アドバイザー等の人材を育成し、文化財

に関わる市民団体の自主的な活動を支援する必要があります。 

▷さらに文化財を永く継承していくためには、文化財の保存施設や公開に関する施設のあ

り方の検討とともに、活用環境の整備に向けた取組を進める必要があります。 

 

【施策の取組方針】 

(1) 調査・研究と保存の推進  

①市域の文化財の計画的な調査や伊勢原市文化財保護条例に基づく指定・登録等により、

文化財の適切な保存を図ります。また、文化財所有者と連携しながら、計画的な保存

修理の実施を推進します。 

(2) 情報発信と活用、人材育成の推進  

①文化財サイトや各種イベントを通じた文化財情報の発信とともに、観光施策とも連携

した文化財の公開や小中学校の授業への活用、いせはら歴史解説アドバイザーの養成、

文化財の保存・活用環境の整備に向けた検討等により、本市文化財の活用を進め、地

域の活性化を図ります。 

 

施策１３ 歴史文化の調査・保存・活用と人材育成 

【施策の内容】 

文化財の地域資産としての理解を深め、次世代への確実な継承を図るため、伊勢原市

文化財保存活用地域計画に基づき、文化財の調査、保存、活用、及び文化財に関わる人

材育成を推進します。 
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※１ 文化財保存活用地域計画：平成 30(2018)年の文化財保護法の改正により、それまでの「歴史文化基本構想」に代わり、 

文化財の保存と活用に関する市町村のマスタープランとして法制化。地方の文化財保護体制の強化を目的としている。 

令和 4(2022)年 8 月現在、文化庁長官から認定を受けた計画は全国で 78 市町村。 

 

※２ 日本遺産：平成 27(2015)年に文化庁により創設された制度で、地域の歴史的魅力や特色を語るストーリーを文部科学大

臣が認定するもの。有形、無形の様々な文化財群を地域が主体となって総合的に整備・活用し、海外へも戦略的に発信し

ていくことにより、地域の活性化を図ることを目的としている。本市は“江戸庶民の信仰と行楽の地～巨大な木太刀を担

いで「大山詣（おおやままい）り」～”のストーリーが認定された。令和 2(2020)年までに全国で 104 件が認定。 

 

【関連する個別計画等】 

 

○伊勢原市文化財保存活用地域計画 

 

 

【指標】 

 

指標名 指標の定義等 現状値 
目標値 

（Ｒ９） 

本市の文化財に誇りや愛着を

感じる市民の割合 

市民意識調査で「感じる」「ど

ちらかといえば感じる」と回

答した人の割合 

55.1％ 

（Ｒ4）    

文化財関連イベント参加者数 いせはらの歴史文化や、日本

遺産に関連するイベント等

への延べ参加人数 

3,773 人 

（Ｒ3） 

5,600 人 

    

【対応するＳＤＧs】 
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第５章 計画の推進 
 

 

１ 計画の進行管理 

各年度の具体的な取組を明らかにし、本計画に掲げる施策を推進するため、本計画のもと

に別途、「実施計画」を策定します。 

各年度の取組に対しては、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条の規定に

基づき、教育に関する事務の管理及び執行の状況についての点検・評価を実施し、必要に応

じて取組を見直すなど、ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理を行います。 

また、施策の進捗を測る指標の推移を定期的に把握し、効果的・効率的に計画を推進して

いきます。 

Plan

計画

Do

実施

Ckeck

評価

Action

改善

教育振興基本計画・実施計画 

取組改善 取組実施 

点検・評価 





伊勢原市第３期教育振興基本計画 実施計画（案）
（計画期間：令和５(2023)年度～令和７(2025)年度）

伊勢原市教育委員会
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第１章 実施計画の概要
１ 策定の目的

２ 計画の構成と位置付け

３ 計画期間

教育ビジョン

施策の展開

主な取組

教育振興基本計画

実施計画

計画 構成 R5 R6 R7 R8 R9

伊勢原市第３期
教育振興基本計画

教育ビジョン
施策の展開

実施計画 主な取組

年度計画

伊勢原市第３期教育振興基本計画実施計画（以下「実施計画」という。）は、伊勢原市第２期教育振興基本計画（以下「第２期教育振
興基本計画」という。）が果たしてきた役割を継承するとともに、本市の教育を取り巻く環境変化や課題等を踏まえ、伊勢原市第３期教
育振興基本計画（以下「第３期教育振興基本計画」という。）に掲げる施策を着実に推進するための具体的な取組を定める計画として、
策定しています。

本実施計画は、第３期教育振興基本計画のもとに、伊勢原市第６次総合計画実施計画（以下「第６次総合計画実施計画」という。）等
との整合を図りながら策定しています。

計画期間は、令和５(2023)年度から令和７(2025)年度までの３年間とし、年度ごとの予算編成を踏まえた事業展開をもとに見直しを図り、
毎年度改定します。
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４ 計画の対象

本実施計画は、第３期教育振興基本計画に掲げる施策を推進するための「主な取組」の計画を示します。

５ 進行管理

Plan

計画

Do

実施

Ckeck

評価

Action

改善

教育振興基本計画・実施計画

取組改善 取組実施

点検・評価

各年度の取組に対しては、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条の規定に基づき、教育に関する事務の管理及び執行
の状況についての点検・評価を実施し、必要に応じて取組を見直すなど、ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理を行います。
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６ 第２期教育振興基本計画からの主な見直し内容

（１）計画の構成

（３）ローリング制の導入

教育振興基本計画

実施計画

教育振興基本計画
教育ビジョン

実施計画

【第２期計画】 【第３期計画】

教育ビジョン

施策の展開

基本計画：５年間

【ローリングのイメージ】

実施計画：1年間(9年度)実施計画：1年間(9年度)

実施計画：3年間（5年度～7年度）実施計画：3年間（5年度～7年度）

実施計画：3年間（6年度～8年度）実施計画：3年間（6年度～8年度）

実施計画：3年間（7年度～9年度）実施計画：3年間（7年度～9年度）

実施計画：2年間（8,9年度）実施計画：2年間（8,9年度）

第２期教育振興基本計画は「教育ビジョン」と「実施計画」の二層構造でしたが、第３期教育振興基本計画では、当該計画のもとに
別途、実施計画を策定し、必要に応じて取組を見直すなど、ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理を行います。

（２）計画期間
本実施計画は、社会情勢の変化や予算編成の状況等を反映できるよう、第６次総合計画実施計画に準じて３年間の計画期間とします。
※第２期教育振興基本計画の計画期間は５年間

様々な社会情勢の変化や年度ごとの予算編成に柔軟に対応できるよう、第６次総合計画実施計画と同様にローリング制を導入し、
毎年度見直すことで、計画の実効性の確保を図る計画とします。



4

第２章 「主な取組」の体系と計画内容
１ 計画体系

目標
施策

主な取組 所管施策名 施策の取組方針

1

夢と希望を持ち、可能性に挑戦す
る力の育成

＜めざす姿＞
質の高い教育の提供に向けたきめ
細かな指導や、一人ひとりの状況
に応じた支援により、子どもたち
の「生きる力」がはぐくまれてい
ます。

1 確かな学力の育成

1 幼児教育の充実 1 幼稚園、保育所、認定こども園に対する教材教具購入支援 子ども育成課

2 個別最適な学びの推進

1 小学校教科担当制の推進 教育指導課
2 少人数指導の推進 教育指導課
3 指導補助員の配置 教育指導課
4 ＩＣＴ機器を活用した教育内容の充実 教育指導課
5 計画的なＩＣＴ機器の更新 教育指導課
6 異校種教育機関との連携 教育センター

3 社会環境の変化に対応した教育の推進

1 外国語指導助手の配置 教育指導課
2 情報モラル教育の推進 教育指導課
3 防災教育の推進 教育指導課

2 豊かな心の育成

1 読書活動の充実 1 学校図書のデータベース化の推進 教育指導課
2 学校司書等の配置の充実 教育指導課

2 豊かな心を養う体験活動及び人権教育の啓発推進

1 地域の資源等を活用した総合的な学習等の推進 教育指導課

2 理科教育の推進 図書館・子ども
科学館

3 人権移動教室の実施 教育指導課

3 健やかな体の育成
1 児童生徒の健康づくりと体力向上の促進

1 定期健康診断の実施 学校教育課
2 体力テストの実施と分析 教育指導課

2 食育の推進 1 地産地消の推進 学校教育課
2 食育指導の実施 学校教育課

4
多様なニーズに応
じた支援体制の充
実

1 幼児期のインクルーシブ教育の推進 1 幼稚園、保育所、認定こども園等に対する障がい児の受入支援 子ども育成課

2 教育相談の充実
1 就学相談の実施 教育センター
2 教育相談の充実 教育センター

3 一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援教育の推進

1 通級指導教室の在り方検討 教育センター
2 特別支援学級への介助員の配置 教育センター
3 日本語指導協力者の派遣 教育指導課

4 いじめ・不登校対策の充実
1 いじめ対策の推進 教育指導課
2 不登校児童生徒への支援 教育センター
3 適応指導教室の設置・運営 教育センター
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目標
施策

主な取組 所管
施策名 施策の取組方針

2

児童生徒の成長と学びを支える
環境の整備

＜めざす姿＞
安全・安心で快適な教育環境が
整い、子どもたちが健やかに成
長し、学校生活を送っています。

5 持続可能な指導体制の整備

1 教職員の人材育成の強化

1 教員研修の実施 教育指導課
教育センター

2 教職員を対象とした人権教育の実施 教育指導課

3 調査・研究に対する支援 教育センター

2 学校における職場環境の整備

1 授業・部活動への専門家派遣 教育指導課

2 スクールロイヤーの配置 教育指導課

3 給食費の公会計化の検討 学校教育課

6 安全・快適な教育環境の整備

1 学校施設の計画的な改修の推進
1 学校施設の改修（トイレ改修、屋上外壁修繕） 教育総務課

2 学校施設個別施設計画の進行管理 教育総務課

2 人口減少等の将来を見据えた教育環境の整備

1 適正規模・適正配置の検討 教育総務課

2 民間施設を活用した水泳授業の試行 教育総務課

3 学校給食の在り方検討 学校教育課

3 児童生徒の安全・衛生対策の推進

1 通学路の安全対策 学校教育課

2 感染症対策の充実 学校教育課

3 学校施設の環境衛生の確保 学校教育課

7 教育機会の保障と支援

1 幼児教育に対する経済的支援の推進
1 ３歳以上の園児の保育料の無償化 子ども育成課

2 幼稚園、保育所、認定こども園を利用する低所得世帯等への支援 子ども育成課

2 入学・就学支援の推進

1 支援を必要とする家庭への就学支援 学校教育課

2 特別支援学級に在籍する家庭への就学支援 学校教育課

3 ひとり親家庭等への入学支度金支給 子育て支援課
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目標 施策 主な取組 所管施策名 施策の取組方針

3

地域全体で取り組む教育力の向上

＜めざす姿＞
学校と地域の多様な連携のもと、子
どもたちのふるさと伊勢原への愛着
と誇りをはぐくみ、地域全体で家庭
教育を支えています。

8 学校と地域の連携・協働の推進

1 地域と連携・協働した学校づくりの推進
1 コミュニティ・スクールの運営 教育指導課
2 地域学校協働活動の推進 社会教育課

2 子ども・若者の健全育成と居場所づくりの推進

1 放課後子ども教室の運営 青少年課
2 子ども・若者の体験学習の実施 青少年課
3 児童コミュニティクラブの運営 子ども育成課

9 家庭教育支援の推進 1 関係機関や地域と連携した家庭教育支援の推進

1 地域子育て支援拠点の運営 子育て支援課
2 子どもの発達に関する相談・支援 子ども家庭相談課
3 保護者に対する養育支援 子ども家庭相談課
4 こども家庭センターの設置に向けた取組 子ども家庭相談課

2 家庭教育に関する学習機会の充実 1 家庭教育支援に関する学習の推進 社会教育課

4

生涯学び、活躍できる環境整備とス
ポーツの推進

＜めざす姿＞
生涯を通じて学び、学びの成果を生
かし活躍できる環境が整い、市民一
人ひとりが生きがいを感じて暮らし
ています。

10 生涯学習活動の推進

1 生涯学習を支える環境づくり

1 生涯学習に関する情報提供の推進 社会教育課
2 生涯学習の担い手の養成 社会教育課

3 電子図書館の運営 図書館・子ども科
学館

2 公民館を拠点にした学習機会の充実
1 公民館を拠点とする生涯学習活動の推進 社会教育課
2 人権教育の推進 社会教育課

3 図書館・子ども科学館における生涯学習の推進

1 読書活動の普及・啓発 図書館・子ども科
学館

2 図書館資料の整備・充実 図書館・子ども科
学館

3 各種実験教室等の実施 図書館・子ども科
学館

11 学びを支える社会教育施設の整備

1 公民館の計画的な施設改修の推進 1 公民館施設の改修 社会教育課
2 公民館施設個別施設計画の進行管理 社会教育課

2 図書館・子ども科学館の計画的な施設改修の推進

1 図書館・子ども科学館の改修 図書館・子ども科
学館

2 図書館・子ども科学館個別施設計画の進行管理 図書館・子ども科
学館

3 子ども科学館の在り方の検討 図書館・子ども科
学館

12 文化芸術・スポーツ活動の推進

1 文化・芸術活動の推進 1 市民活動の発表・鑑賞機会の提供 社会教育課

2 スポーツ活動の推進 1 運動・スポーツに親しむきっかけづくり スポーツ課
2 スポーツ施設の整備・維持管理 スポーツ課

5

次世代につなぐ、文化財保護の推進
＜めざす姿＞
文化財の適正な保存と活用により、
その継承が図られ、市民と価値や魅
力を共有しながら、まちづくりに生
かしています。

13 歴史文化の調査・保存・活用と人材育成

1 調査・研究と保存の推進 1 文化財の調査・研究と指定・登録 教育総務課

2 情報発信と活用、人材育成の推進

1 文化財情報の発信 教育総務課
2 文化財の公開活用 教育総務課
3 歴史解説アドバイザーの育成 教育総務課
4 文化財の活用環境の整備 教育総務課
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２ 個別実施計画

本実施計画は、各施策の取組方針に基づき位置付けた「主な取組」の目的や内容、年度別計画で構成します。

（１）計画の見方

【NO.（取組番号）】
「主な取組」の番号を表して
います。「施策－施策の取組
方針－主な取組」の番号で記
載しています。

【構成】
第６次総合計画実施計画
の「施策構成事業」に関連
する取組について○を記載

しています。

【年度別計画】

「主な取組」の年度別の計画内容を記載しています。

【重点】
第６次総合計画実施計画
の「重点事業」に関連する
取組について○を記載して

います。

【取組の目的・内容】
「主な取組」の目的や具体的な取

組内容について記載しています。

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-２-４ ＩＣＴ機器を活用した教育内容の充実 小中学校情報教育推進事業 ○ 教育部 教育指導課

取組の目
的・内容

ＧＩＧＡスクール構想によって整備された学習者用端末やネットワーク等を活用した各教科の学習等、情報機器を用いた魅力ある授業づくりを行い、児童生徒の情報
活用能力の育成に努めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

情報教育推進連絡会の実施（回数） ２回 ２回 ２回

ＩＣＴ支援員の派遣（支援員数） ２人 ３人 ３人



（２）施策別の「主な取組」
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施策１ 確かな学力の育成

【施策の内容】
子どもたちが、意欲的に学び、必要な資質・能力を身に付けることができるよう、様々な連携等による

きめ細かな指導体制の充実や、社会環境の変化に主体的に対応できる力をはぐくむ教育を推進します。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)
幼児教育の充実

①幼稚園、認定こども園等で使用する教材等の購入に対する支援を行い、幼児教育の充実等を推進します。

(2)

個別最適な学びの推進

①小学校教科担当制※１や少人数指導等に取り組み、児童生徒１人ひとりの特性に応じた学習機会の提供等を推進します。
②ＩＣＴを活用した個別最適な学習活動を推進するとともに、ＩＣＴ環境の整備充実を図ります。
③幼稚園・認定こども園等、小学校、中学校等の校種間連携を進め、発達や学びの連続性を踏まえた指導を推進します。

(3)

社会環境の変化に対応した教育の推進

①小中学校へのＡＬＴ※２の配置等により、児童生徒の外国語でのコミュニケーション能力の育成や国際理解教育を推進します。
②児童生徒が情報手段を適切に活用し、主体的に情報化社会に参画する力をはぐくむため、情報モラル教育を推進します。
③自然災害への備えや対応などへの理解促進を図るため、防災教育を推進するなど、社会環境の変化に対応した教育を推進します。



9

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-２-１ 小学校教科担当制の推進 小学校教科担当制等推進事業 ○ ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容 学力向上と円滑な中学校生活への適応を支援するため、大山小学校を除く全小学校に教科担当制を導入し、複数の教員によるきめ細かな学習指導・生活指導を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

実施校への非常勤講師の配置 各校１～２人配置 各校１～２人配置 各校１～２人配置

（1）幼児教育の充実

（2）個別最適な学びの推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-１-１ 幼稚園、保育所、認定こども園に対する教材教具購入支援 子ども部 子ども育成課

取組の目的・
内容 保護者の経済的負担の軽減及び幼児教育の環境整備を図るため、幼稚園、保育所、認定こども園の設置者に対し、教材教具の購入等に要する経費の一部を補助します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

伊勢原市私立幼稚園教材費等助成事業補助金の交付（交付数） １０園 １０園 １０園

伊勢原市民間保育所運営費補助金の交付（交付数） １０園 １０園 １０園
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-２-３ 指導補助員の配置 小中学校学習活動支援事業 ○ ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容 児童生徒の基本的生活習慣の確立や集団生活への適応、基礎的基本的な学習の定着や学習に向かう意欲の向上を図るため、小中学校に指導補助員を配置します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

指導補助員の配置 各校１～２人配置 各校１～２人配置 各校１～２人配置

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-２-２ 少人数指導の推進 小学校教科担当制等推進事業 ○ ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

児童の基礎的・基本的な知識・技能の習得を目指すため、小学校における少人数学級を推進するとともに、各学校の実態に応じて対象学年や教科を定めた少人数指導等を実施
します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

実施校への非常勤講師の配置 １～３校配置 １～３校配置 １～３校配置
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-２-４ ＩＣＴ機器を活用した教育内容の充実 小中学校情報教育推進事業 ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

ＧＩＧＡスクール構想※３によって整備された学習者用端末やネットワーク等を活用した各教科の学習等、情報機器を用いた魅力ある授業づくりを行い、児童生徒の情報活用能力
の育成に努めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

情報教育推進連絡会の実施（回数） ２回 ２回 ２回

ＩＣＴ支援員の派遣（支援員数） ２人 ３人 ３人

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-２-５ 計画的なＩＣＴ機器の更新 小中学校情報教育推進事業 ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

ＩＣＴを活用した効果的な授業の実践及びＩＣＴの活用による校務処理の円滑化に資するため、児童生徒及び教職員用コンピュータの配備とネットワーク化を進め、小中学校の
ＩＣＴ環境を整備します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

１人１台端末及びネットワークの設置 継続設置 継続設置 事業更新

小学校ＰＣ教室の設置 継続設置 事業更新 継続設置

教職員用パソコンの設置 継続設置 事業更新 事業更新
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-２-６ 異校種教育機関との連携 教育部 教育センター

取組の目的・
内容 市内にある教育機関の教職員を対象とした「地域教育機関等連絡協議会」を開催し、各教育機関等の教職員、幼児・児童・生徒の交流や情報交換等を行い、連携を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

地域教育機関等連絡協議会の開催（回数） ４回 ４回 ４回

（3）社会環境の変化に対応した教育の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-３-１ 外国語指導助手の配置 国際教育推進事業 ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容 小中学校の外国語教育における実践的コミュニケーション能力の育成を図るために、ネイティブスピーカーである外国語指導助手（ＡＬＴ）を各校に配置します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

小学校３～６年生各学級におけるＡＬＴの
配置（授業数）

３・４年生 ２０回
５・６年生 ３５回

３・４年生 ２０回
５・６年生 ３５回

３・４年生 ２０回
５・６年生 ３５回

中学校の各学級におけるＡＬＴの配置
（授業数） １７回 １７回 １７回
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-３-２ 情報モラル教育の推進 小中学校情報教育推進事業 ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

学習の基盤となる資質・能力の一つである情報活用能力を育むため、各学校の情報教育担当者との連絡調整や研修等を行うことで、児童生徒に情報社会で適正な活動を行うため
の基となる考え方と態度を養うための指導力の向上を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

情報教育担当者連絡会の開催（回数） ２回 ２回 ２回

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１-３-３ 防災教育の推進 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

各学校で実施する防災教育を支援することで、児童生徒が災害時に自ら判断して自分の身を守ることができる能力を養うとともに、発達段階に応じて、災害時に弱い立場にある
人たちの見守りやボランティアとして周囲の人々のために行動する実践的態度や能力を養うための指導力の向上を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

実践事例や指導資料等の情報整理及び情報
提供 継続実施 継続実施 継続実施
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施策２ 豊かな心の育成

【施策の内容】
子どもたちの豊かな人間性と社会性をはぐくむため、学校における読書活動の充実を図るとともに、地域

資源等を活用した様々な体験活動や児童生徒の発達に応じた人権教育を推進します。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)
読書活動の充実

①学校図書のデータベース化や専門的な知識に基づく図書・資料の整理、充実を図り、児童生徒の読書活動を促進します。

(2)

豊かな心を養う体験活動及び人権教育の啓発推進

①本市の文化財等を活用した授業やサイエンスショー等の体験学習を通して、児童生徒に郷土愛のはぐくみや豊かな発想を促す教育を
推進します。

②教育活動を通して児童生徒が様々な人権課題を学ぶ機会を設け、お互いを尊重し多様性を認めあう、人権教育を推進します。
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（1）読書活動の充実

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

２-１-１ 学校図書のデータベース化の推進 小中学校図書館整備事業 ○ ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容 学校図書館に読書・学習・情報センターとしての機能を持たせるため、学校図書館の資料をデータベース化し、将来に向けての校内、学校間のネットワーク化を進めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

学校図書館システムの導入 導入計画の策定 学校図書館システムを導入 学校図書館システムを活用

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

２-１-２ 学校司書等の配置の充実 小中学校図書館整備事業 ○ ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

児童生徒の読書活動や探究的な学習活動を支援するため、各小中学校に学校司書等を配置し、専門的知識を活用した選書・配架等の環境整備を行うとともに、専門的なレファレ
ンスを行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

学校司書等の配置 各校に図書館整備員を月１．５日配置 各校に学校司書等を週２～３日配置 各校に学校司書等を週２～３日配置
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

２-２-１ 地域の資源等を活用した総合的な学習等の推進 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容 各学校で実施する地域の資源や人材を活用した学習等を支援することで、児童生徒が地域への関心や理解を深めるとともに、郷土愛を育む取組を進めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

文化財担当職員等を講師とした総合学習等の支援 継続実施 継続実施 継続実施

地域の人材等を講師とした総合学習等の支援 継続実施 継続実施 継続実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

２-２-２ 理科教育の推進 子ども科学館運営事業 ○ 教育部 図書館・子ども科学館

取組の目的・
内容

子ども科学館館内での活動にとどまらず、要請のあった幼稚園や保育所等に職員を派遣し、サイエンスショー等を実施することで、子どもたちに理科の楽しさを伝え、自由な発
想をはぐくむ取組を進めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

出張科学館（サイエンスショー、工作実験教室等）の実施 市内幼稚園・保育所・子ども会等で
実施

市内幼稚園・保育所・子ども会等で
実施

市内幼稚園・保育所・子ども会等で
実施

（2）豊かな心を養う体験活動及び人権教育の啓発推進
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

２-２-３ 人権移動教室の実施 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

学校が児童生徒・教職員・保護者等を対象に開催する「人権移動教室」を支援することで、人間の生命の尊さについての理解を深め、学校・家庭・地域における人権尊重の意識の
高揚を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

人権移動教室の開催支援（開催校数） １校 １校 １校
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施策３ 健やかな体の育成

【施策の内容】
児童生徒が心身ともに健やかに成長していくことができるよう、健康の保持増進と一人ひとりに応じた体

力の向上、及び食育の充実を図ります。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

児童生徒の健康づくりと体力向上の促進

①児童生徒の健康状態や身体の成長、体力、運動能力等の定期的な把握、さらには授業における適正な運動量の確保等により、児童生
徒の健康づくりと運動習慣の定着、及び運動能力の維持・向上を図ります。

(2)

食育の推進

①学校給食への地場産野菜の活用により地域の農産物への興味を促すなど、地域の特色を取り入れた食育を推進するとともに、栄養教
諭等による食に関する専門的な指導等により、児童生徒の食に関する正しい知識と望ましい食習慣の定着を図ります。
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（1）児童生徒の健康づくりと体力向上の促進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

３-１-１ 定期健康診断の実施 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容 児童生徒の健康の保持増進を図るため、全小中学校で定期健康診断を実施し、必要に応じて精密検査を促すなどの疾病予防を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

定期健康診断の実施 小中学校１４校 小中学校１４校 小中学校１４校

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

３-１-２ 体力テストの実施と分析 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

「全国体力・運動能力、運動習慣等調査※４」の実施を支援するとともに、調査結果の分析・検証を通して、体力向上と健康保持増進に向けた取組及び体育の授業等における指導
の改善・充実を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

調査結果の分析・検証 小中学校１４校 小中学校１４校 小中学校１４校

全国体力・運動能力、運動週間等調査の活用支援 小中学校１４校 小中学校１４校 小中学校１４校
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（2）食育の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

３-２-１ 地産地消の推進 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容 学校給食を生きた教材として活用した食育を推進するため、地場産野菜を給食の食材に取り入れます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

地場野菜の使用推進（使用回数） １０４回 １０６回 １０８回

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

３-２-２ 食育指導の実施 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容 食育効果を高めるため、中学生を対象に栄養教諭等が食に関する指導や骨量測定を実施します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

食育指導の実施 各校１回 各校１回 各校１回

骨量測定の実施 各校１回 各校１回 各校１回
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施策４ 多様なニーズに応じた支援体制の充実

【施策の内容】
共生社会の形成に向け、すべての子どもたちが心身の発達等に応じた教育を受けられる環境

を整えるため、関係機関との連携のもと、個々の教育ニーズに応える切れ目のない相談・支援
体制の充実を図ります。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

幼児期のインクルーシブ教育※５の推進

①特別な支援を必要とする就学前児童等を通常クラスで受け入れる幼稚園や認定こども園等の設置者を支援し、幼児期のインクルーシブ
教育を推進します。

(2)

教育相談の充実

①教育センターにおける教育相談や小中学校への相談に関わる専門的な人材の配置、さらには関係機関との連携等により、教育相談の充
実を図ります。

(3)

一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援教育の推進

①通級指導教室の充実に向けた検討や、特別支援学級に在籍する児童生徒の教育活動への支援など、児童生徒の実態に応じた多様な学び
の場の確保を図るとともに、外国につながりのある児童生徒等への支援等により、個々の教育的ニーズに対応した支援教育を推進します。

(4)

いじめ・不登校対策の充実

①いじめの未然防止等に向け、学校、教育委員会、専門家、関係機関等が連携・協力しながら、対策の充実といじめを許さない風土づく
りを推進します。
②不登校の未然防止と早期対応に向け、教職員、教育相談員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーのほか、関係機関等
からなる支援体制の連携強化を図ります。また、不登校児童・生徒の学校生活への復帰等に向けた適応指導教室※６での支援により、不登
校対策の充実を図ります。
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（1）幼児期のインクルーシブ教育の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-１-１ 幼稚園、保育所、認定こども園等に対する障がい児の受入支援 子ども部 子ども育成課

取組の目的・
内容

障がい児保育を推進し、乳幼児の就園機会の促進を図ることができるよう、障がいのある乳幼児の受け入れを行う幼稚園、保育所、認定こども園等の設置者に対し補助金を交付
します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

伊勢原市障害児保育事業補助金等の交付 継続実施 継続実施 継続実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-２-１ 就学相談の実施 教育相談事業 ○ 教育部 教育センター

取組の目的・
内容 個別に支援が必要な児童の保護者に対し、就学前機関との連携を図り、教育的ニーズに即した教育の場の決定に向けた就学相談を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

就学相談の実施 随時実施 随時実施 随時実施

（2）教育相談の充実
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-２-２ 教育相談の充実 教育相談事業 ○ 教育部 教育センター

取組の目的・
内容 複雑多様化する様々な相談に対応するため、臨床心理士をはじめとする専門職の増員を図り、心理・福祉・教育の多職種による切れ目ない支援を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

教育相談員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カー等の配置（人数） ９．６人／日 ９．８人／日 １０人／日

（3）一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援教育の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-３-１ 通級指導教室の在り方検討 通級指導教室推進事業 ○ 教育部 教育センター

取組の目的・
内容

通級指導教室「まなびの教室」、「ことばの教室」を設置し、児童・保護者・在籍校への指導・支援を行うとともに、自校通級や巡回指導など、通級指導教室の在り方について
検討を進めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

通級指導教室の設置・支援 継続実施 継続実施 継続実施

通級指導教室の在り方の検討 研究・検討 研究・検討 研究・検討
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-３-２ 特別支援学級への介助員の配置 教育部 教育センター

取組の目的・
内容 特別支援学級に通う児童生徒の教育活動を支援するため、児童生徒の学習活動や学校生活を介助するための特別支援学級介助員を配置します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

特別支援学級介助員の配置 市の規定に基づく配置 市の規定に基づく配置 市の規定に基づく配置

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-３-３ 日本語指導協力者の派遣 国際教育推進事業 ○ 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容 市内の小中学校に在籍する外国につながりのある児童生徒等の学習活動を支援するため、日本語指導等協力者を小中学校に派遣します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

日本語指導協力者の派遣 継続実施 継続実施 継続実施
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-４-１ いじめ対策の推進 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

いじめ対策の総合的かつ効果的な推進を図るため、専門家で組織する「伊勢原市いじめ問題専門調査会※７」を設置し、未然防止や重大事案の調査及び再発防止に関する協議を行
います。また、関係機関、団体等で組織する「伊勢原市いじめ防止等連絡協議会」を設置し、いじめ防止等に関する連絡調整や情報共有等を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

いじめ問題専門調査会の開催 継続実施 継続実施 継続実施

いじめ防止等連絡協議会の開催（回数） ２回 ２回 ２回

（4）いじめ・不登校対策の充実

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-４-２ 不登校児童生徒への支援 教育部 教育センター

取組の目的・
内容 不登校の未然防止・早期対応を図るため、教職員、教育相談員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等が連携し、児童生徒の抱える課題に対応します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

教職員研修（連絡会、セミナー、学校訪問教育相談）の実施
（回数） １１回 １１回 １１回
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

４-４-３ 適応指導教室の設置・運営 教育部 教育センター

取組の目的・
内容

不登校状態や登校しづらくなった児童生徒に対して、家庭、学校、教育相談及び適応指導教室の連携を深め、在籍校等に通学できるようにすることや社会的自立に向けた生きる
力を身につけるための適切な支援を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

適応指導教室の移設 移設実施 － －

適応指導教室の運営 継続実施 継続実施 継続実施
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施策５ 持続可能な指導体制の整備

【施策の内容】
複雑・多様化する教育課題に対応しつつ教育の質を確保するため、教員研修の充実や研究活動の活性

化等によりその資質能力向上を促すとともに、多様な人材の確保や事務の合理化等により学校及び教職
員が担う業務の役割分担・適正化を図ります。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

教職員の人材育成の強化

①教職員一人ひとりの資質能力と指導力等の向上を促すため、経験や職能等に応じた研修の充実や人権意識向上に向けた研修会の開催、
さらには教職員の学校を越えた主体的な研究活動を支援し、教職員の人材育成の強化を図ります。

(2)

学校における職場環境の整備

①教職員が本来担うべき業務に専念できる環境を整えるため、部活動等における教職員の負担軽減や、学校等で発生した問題等への法
的見地からの支援体制の強化を図ります。また、給食費の公会計化に向けた検討を行うなど、学校等が担う役割等の見直しを図ります。
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（1）教職員の人材育成の強化

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

５-１-１ 教員研修の実施 教育部 教育指導課
教育センター

取組の目的・
内容

教員の資質能力の向上を図るため、授業や生徒指導、学校経営等についての幅広い知識を学ぶ機会として、経験年数に応じた年次研修を行います。また、各校が必要とする教育
課題に対する学校別教育課題研修講座や、教科指導法研修講座、教育課題研修講座を実施します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

経験年数に応じた研修会（新採用･2･3･4･5･10年次）の開催 開催継続 開催継続 開催継続

学校別教育課題研修講座の開催 ７校（各校隔年で実施） ７校（各校隔年で実施） ７校（各校隔年で実施）

教科指導法研修講座の開催 ４講座 ４講座 ４講座

教育課題研修講座の開催 ２講座 ２講座 ２講座

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

５-１-２ 教職員を対象とした人権教育の実施 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

教職員自らの人権感覚を磨き、人権教育に対する正しい理解を深めるため、教職員を対象とした研修会を開催するとともに、各種団体が主催する人権研修会へ教職員を派遣しま
す。また、学校全体で人権教育を研究する推進校を指定し、学校教育における人権教育の一層の充実を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

人権教育研修会の開催（回数） ２回 ２回 ２回

人権教育研修会・大会等への教職員の派遣 継続実施 継続実施 継続実施

人権教育研究推進校の指定・支援 １校 １校 １校
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

５-１-３ 調査・研究に対する支援 教育部 教育センター

取組の目的・
内容 小・中学校全体の教育力の向上を図るため、教職員が自主的に今日的課題や将来を見据えた課題等について行う調査・研究に対して支援します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

指定課題別調査研究の実施（部会数） ６部会 ６部会 ６部会

自主課題別調査研究の実施（部会数） ７部会 ７部会 ７部会

研究発表会の開催（回数） １回 １回 １回

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

５-２-１ 授業・部活動への専門家派遣 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

授業や部活におけるより専門的な指導を行うとともに、教員の負担軽減を図るため、小・中学校の体育の授業や中学校の部活動に専門的な技術を有する地域の人材を指導協力者
として派遣します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

授業等への専門家の派遣 継続実施 継続実施 継続実施

部活動指導協力者の派遣 継続実施 継続実施 継続実施

（2）学校における職場環境の整備
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

５-２-２ スクールロイヤー※８の配置 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

複雑化・多様化する教育問題に対し、法律等の専門的な知識や見識が必要なケースに対応するため、教育保障やいじめ事案への体制づくりの推進役としてスクールロイヤーを
配置し、学校運営や児童生徒指導体制等への支援の充実を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

スクールロイヤーによる法務相談 新規実施 継続実施 継続実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

５-２-３ 給食費の公会計化の検討 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容 学校における働き方改革の具体的な方策として、給食費の公会計化について検討します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

給食費の公会計化の検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討
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施策６ 安全・快適な教育環境の整備

【施策の内容】
児童生徒が学校で安全かつ快適に学び生活できるよう、学校施設等の環境改善に

取り組むとともに、少子化等に対応した持続可能で良好な教育環境を整えます。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

学校施設の計画的な改修の推進

①老朽化する学校施設の安全を確保し、快適な教育環境を整えるため、学校施設個別施設計画※９に基づく改修等を計画的に進め、学校
施設の適切な維持管理に努めます。

(2)

人口減少等の将来を見据えた教育環境の整備

①少子化に伴う児童生徒数の減少等を踏まえ、学校の適正規模・適正配置に係る検討を行うとともに、学校プール施設や給食施設の在
り方について検討を行うなど、持続可能な教育環境を整えます。

(3)

児童生徒の安全・衛生対策の推進

①学校、教育委員会、ＰＴＡ、警察等が協力した通学路の安全対策や、新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症予防等の対策、
適正な衛生環境の確保に向けた取組等により、児童生徒等が安心して学習に取り組める教育環境の保持に努めます。
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（1）学校施設の計画的な改修の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

６-１-１ 学校施設の改修（トイレ改修、屋上外壁修繕） 小中学校校舎等改修事業 ○ ○ 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容

老朽化が進行する学校施設の安全と快適な教育環境を確保するため、学校施設個別施設計画に基づく小中学校のトイレリニューアルや屋上防水、外壁などの改修工事を計画的に
進めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

トイレリニューアル 緑台小・山王中 １校 ２校

中規模改修工事 － １校（体育館） １校

屋上・外壁・外部開口部等改修工事 － ２校 １校

成瀬中学校西側法面擁壁工事 工事 土砂災害特別警戒区域解除 －

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

６-１-２ 学校施設個別施設計画の進行管理 小中学校校舎等改修事業 ○ ○ 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容 学校施設の計画的な改修を推進するため、伊勢原市学校施設個別施設計画を進行管理するとともに、学校施設を取り巻く環境変化等を踏まえ、計画改定に取り組みます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

個別施設計画の進行管理 進行管理 進行管理 進行管理

計画改定 現状把握 現状把握 改定作業
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

６-２-１ 適正規模・適正配置の検討 小中学校適正化検討事業 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容 少子化等の本市の学校教育を取り巻く環境変化に対応し、学校教育の維持・充実を図るため、小中学校の適正な教育環境（規模・配置）にかかる方針を策定します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

適正化方針の策定 制度設計・課題整理 アンケート調査・基礎調査・検討会議 検討会議・方針策定

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

６-２-２ 民間施設を活用した水泳授業の試行 小中学校水泳授業民間施設活用試行事業 ○ 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容

プール施設の老朽化が進む中、人口減少、少子化時代に相応しい教育環境を整えるため、民間施設を活用した水泳授業を試行実施し、今後の水泳授業と施設のあり方等の検討を
進めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

民間施設を活用した水泳授業の試行実施 比々多小、桜台小、山王中 比々多小、桜台小、山王中 比々多小、桜台小、山王中

今後の水泳授業と施設のあり方の検討 検証 検証 検証

（2）人口減少等の将来を見据えた教育環境の整備
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（3）児童生徒の安全・衛生対策の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

６-２-３ 学校給食の在り方検討 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容 老朽化した学校施設の在り方とともに、学校給食の在り方を検討します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

学校給食の在り方検討 検討 検討 検討

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

６-３-１ 通学路の安全対策 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容

通学路の安全確保を図るため、学校、教育委員会、ＰＴＡ、警察、自治会等が協力して各小中学校通学路の安全点検を行い、危険個所については、道路等関係部署や警察等関係
機関と連携しながら改善を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

通学路点検の実施 小中学校１４校継続実施 小中学校１４校継続実施 小中学校１４校継続実施
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

６-３-２ 感染症対策の充実 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容

新型コロナウイルス感染症防止対策として、手洗い・手指消毒等の基本的な対策を取りつつ、児童生徒のマスクの着用方法等、国の感染症対策の動向を考慮しながら、新しい生
活様式に沿った感染防止対策を実施していきます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

新型コロナウイルス感染症対策に関する備品等の購入支援 継続実施 継続実施 継続実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

６-３-３ 学校施設の環境衛生の確保 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容

学校衛生環境を衛生的に保持し、発達段階である児童生徒等の健康を守るため、学校校舎等の照度や飲料水の水質、騒音・化学物質等に係る環境衛生検査を実施することで、児
童生徒が安心して学習できる衛生的な教育環境の保持に努めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

学校環境衛生検査の実施 各校２回 各校２回 各校２回

普通教室内化学物質検査の実施 各校１回 各校１回 各校１回

保健室ダニ検査の実施 各校１回 各校１回 各校１回
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施策７ 教育機会の保障と支援

【施策の内容】
家庭の社会経済的な状況によらず、すべての子どもたちが適切な教育を受けられるよう、

教育費等に係る必要な経済的支援を推進します。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

幼児教育に対する経済的支援の推進

①幼稚園、認定こども園等へ園児の施設利用に係る給付費等を支給し、保護者の経済的な負担軽減を図るとともに、子どもたちの教育
環境の充実に努めます。

(2)

入学・就学支援の推進

①経済的な理由により就学が困難と認められる児童生徒及び就学前の児童の保護者や、特別支援教育が必要となる児童生徒の保護者に
対し、所得や負担能力に応じた経済的な支援を行うとともに、経済的に困難なひとり親家庭に対し入学支度金等の支援を行い、教育機
会の確保を図ります。
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（1）幼児教育に対する経済的支援の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

７-１-２ 幼稚園、保育所、認定こども園を利用する低所得世帯等への支
援 子ども部 子ども育成課

取組の目的・
内容 低所得世帯等に対し、幼稚園の給食費や保育所、認定こども園の教材費・行事費等、保護者が施設から実費で徴収される費用の一部を補助します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

実費徴収に係る補足給付の支給 継続実施 継続実施 継続実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 重点 構成 部 課等

７-１-１ ３歳以上の園児の保育料の無償化 子ども部 子ども育成課

取組の目的・
内容 生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性や、幼児教育の負担軽減を図る少子化対策等の観点から、幼児教育・保育の無償化を実施します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

幼稚園、保育所、認定こども園の無償化（対象施設数） ２２園 ２２園 ２２園
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（2）入学・就学支援の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

７-２-１ 支援を必要とする家庭への就学支援 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容

教育の機会均等を図るため、経済的理由により就学が困難と認められる児童生徒及び就学前の児童の保護者に対し、新入学学用品費や学校用品費等の必要な就学奨励費を支給し
ます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

要保護・準要保護児童生徒就学支援制度の周知及び就学奨励費
の支給 継続実施 継続実施 継続実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

７-２-２ 特別支援学級に在籍する家庭への就学支援 教育部 学校教育課

取組の目的・
内容

特別支援教育の普及奨励と保護者の経済的負担の軽減を図るため、特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者に対し、保護者の負担能力に応じて、新入学児童・生徒学用品費等
必要な就学奨励費を支給します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

特別支援学級児童生徒就学奨励費制度の周知及び支給 継続実施 継続実施 継続実施
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

７-２-３ ひとり親家庭等への入学支度金支給 ひとり親家庭等入学支度金支給事業 子ども部 子育て支援課

取組の目的・
内容 ひとり親家庭等の経済的負担を軽減するため、小中学校へ入学する子のいるひとり親家庭等に対し、入学支度金を支給します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

ひとり親家庭等への小中学校入学時の入学支度金の支給 支給時期の検討（支給時期を見直し、
入学前支給にするよう検討） 継続実施 継続実施
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施策８ 学校と地域の連携・協働の推進

【施策の内容】
学校・家庭・地域が連携・協働して子どもたちの健やかな成長を支えるため、地域とともにある学

校づくりを推進するとともに、学校と地域のさらなる連携・協働体制を整え、地域活動を通じた教育
環境の充実を図ります。
また、子どもや若者の健全な育成を促すため、地域における体験学習や地域活動の機会を提供する

とともに、保護者の就労等により放課後等に家庭での養育が受けられない児童の受け入れ体制の確保
を図ります。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

地域と連携・協働した学校づくりの推進

①各小中学校に設置した学校運営協議会（コミュニティ・スクール）※10の運営支援や地域学校協働活動※11の促進等により、学校、家庭、
地域の連携・協働の強化のもと、地域とともにある学校の活性化と、多様な地域活動を通じた教育環境の充実を図ります。

(2)

子ども・若者の健全育成と居場所づくりの推進

①放課後子ども教室※12の開設や子ども・若者の地域における体験・交流活動に取り組み、子ども・若者の健全育成を推進するとともに、
児童コミュニティクラブ※13の運営等により、放課後における児童の安全な居場所づくりを推進します。
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（1）地域と連携・協働した学校づくりの推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

８-１-１ コミュニティ・スクールの運営 創意ある学校づくり推進事業 〇 教育部 教育指導課

取組の目的・
内容

地域の意見を学校運営に生かすとともに、地域の資源・人材を積極的に活用するため、小中学校における学校運営協議会の運営を支援し、地域とともにある学校づくりを推進し
ます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

学校運営協議会の運営支援 小中学校１４校 小中学校１４校 小中学校１４校

学校教育指導協力者による教育活動支援 随時実施 随時実施 随時実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

８-１-２ 地域学校協働活動の推進 地域学校協働活動推進事業 〇 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容 学校と地域の連携・協働による地域づくりを推進するため、地域学校協働活動推進事業の研修会を実施します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

地域学校協働活動にかかる研修会の実施（回数） １回 １回 １回
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（2）子ども・若者の健全育成と居場所づくりの推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

８-２-１ 放課後子ども教室の運営 子ども・若者と地域住民との交流活動の実施 ○ 子ども部 青少年課

取組の目的・
内容

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所として、地域社会で大人が見守りをする環境の下で健やかに育まれるよう、市内１０小学校区での開設を目指すとともに、プログラム
の充実、地域を生かした担い手作りに取り組みます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

放課後子ども教室の運営（校数） ８校 ９校 １０校

放課後子ども教室の新規開校（開校数） １校 １校 －

民間委託による運営（校数） １校 １校 ２校

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

８-２-２ 子ども・若者の体験学習の実施 子ども・若者と地域住民との交流活動の実施 ○ 子ども部 青少年課

取組の目的・
内容 地域の青少年健全育成団体等と連携を図りながら、子ども・若者が多様な体験学習に参加できる機会の提供に取り組みます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

少年地域体験学習事業の実施 ７地区及び市全体事業の実施
(青少年指導員連絡協議会への委託)

７地区及び市全体事業の実施
(青少年指導員連絡協議会への委託)

７地区及び市全体事業の実施
(青少年指導員連絡協議会への委託)

子どもふれあい教室・工作ランドの実施 児童館指導員による工作教室の実施 児童館指導員による工作教室の実施、
工作ランドの実施

児童館指導員による工作教室の実施、
工作ランドの実施

国内姉妹都市少年交流事業の推進 ３団体 ２団体 ３団体

子ども・若者の体験事業の実施 アンサンブル教室、フレンドコンサート
の実施

アンサンブル教室、フレンドコンサート
の実施

アンサンブル教室、フレンドコンサート
の実施

広域ふれあい交流事業の実施 近隣市町との合同ジュニアリーダー研修
の実施

近隣市町との合同ジュニアリーダー研修
の実施

近隣市町との合同ジュニアリーダー研修
の実施
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 重点 構成 部 課等

８-２-３ 児童コミュニティクラブの運営 子ども部 子ども育成課

取組の目的・
内容

待機児童の解消を図ることができるよう、支援員の確保に努めるとともに、運営委託の拡大や、民間放課後児童クラブへの運営費の補助など、受け皿の拡充に向けた取組を進
めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

運営委託の実施・拡大 ４小学校で６クラブを実施
委託拡大に向けた準備

６小学校で８クラブを実施
さらなる委託拡大の検討

６小学校で８クラブを実施
委託拡大に向けた準備

民間放課後児童クラブへの運営費の補助 補助額充実に向けた検討 補助額の充実 補助額のさらなる充実に向けた検討

民間放課後児童クラブの整備支援 １クラブ実施 － －
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施策９ 家庭教育支援の推進

【施策の内容】
子育て世代が安心して子育てや家庭教育ができるよう、気軽に子育てに関する相談や交流

ができる場の提供や、関係機関・地域との連携による子どもの健やかな成長のための相談・
支援体制の充実を図るとともに、家庭教育に関する学習機会の提供を推進します。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

関係機関や地域と連携した家庭教育支援の推進

①子育て中の親子が気軽に集い、交流や相談ができる場を提供するとともに、子育てに困難を抱える家庭に対し、子どもの発達に関す
る相談支援や養育に係る専門職等による指導・助言を行うなど、家庭教育支援を推進します。
②子育て世帯への包括的な支援を強化するため、全ての妊産婦、子育て世帯への一体的な相談支援体制づくりに向けた取組を推進しま
す。

(2)
家庭教育に関する学習機会の充実

①家庭教育に関する情報や学習の機会を提供するとともに、保護者の交流の場づくりを進め、家庭における教育力の向上を促します。
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（1）関係機関や地域と連携した家庭教育支援の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

９-１-１ 地域子育て支援拠点の運営 地域子育て支援拠点事業
（子育て支援センター事業費） 子ども部 子育て支援課

取組の目的・
内容

子育て中の親子の孤独感や不安感に対応するため、身近で気軽に利用できるくつろぎの場、ふれあいの場を提供するとともに、子育てについての相談や情報の提供などを行うこ
とにより、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

子育て支援センター※14（フリースペース）の拡充 利用者が求める拠点移転を含めた新
たな運営方法など事業拡充を検討

利用者が求める拠点移転を含めた新
たな運営方法など事業拡充を検討 拡充実施

つどいの広場の充実 利用者に調査実施及び拡充検討 利用者に調査実施及び拡充検討 利用者が求める拠点移転を含めた新
たな運営方法など事業拡充を検討

子育てワークショップの開催 ２か所 ２か所 ３か所

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

９-１-２ 子どもの発達に関する相談・支援 発達相談等事業費 ○ 子ども部 子ども家庭相談課

取組の目的・
内容 心身の発達に遅れや心配のある乳幼児に関する発達相談に応じ、未就学児の状態像の理解や対応について、専門的な助言や支援を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

インテーク面接の実施（人数） ２２２人 ２２４人 ２２６人

発達相談フォロー教室の実施（参加延人数） １５６人 １５７人 １５８人
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

９-１-３ 保護者に対する養育支援 養育支援訪問事業 子ども部 子ども家庭相談課

取組の目的・
内容 要保護児童対策地域協議会で対応する養育に課題のある家庭に対して、短期集中的に専門職を派遣し、養育環境の早期改善を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

養育支援訪問の実施（対象者数） ２４人 ２４人 ２４人

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

９-１-４ こども家庭センターの設置に向けた取組 こども家庭センター設置事業 ○ 〇 子ども部 子ども家庭相談課

取組の目的・
内容

子ども家庭総合支援拠点（子ども家庭相談課内に設置済み）子育て世代包括支援センター（子育て支援課内に設置済み）との一体的運用により、地域の全ての妊産婦、子育て世
帯、子どもへ一体的に相談支援を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

こども家庭センターの設置 検討 開設 運営
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（2）家庭教育に関する学習機会の充実

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

９-２-１ 家庭教育支援に関する学習の推進 公民館活動事業 〇 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容

子育て世代が安心して子育てや家庭教育ができるよう、気軽に子育てに関する相談や交流ができる場や家庭教育について学ぶ機会を提供するとともに、関係機関や地域と連携し、
子どもの健やかな成長のための相談・支援体制の充実を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

家庭教育講演会の実施（回数） ３回 ３回 ３回

家庭教育関係講座等の実施（回数） ８回 ９回 １０回
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施策１０ 生涯学習活動の推進

【施策の内容】
市民一人ひとりが個性と能力を伸ばし、生きがいのある充実した人生を送れるよう、生涯学習を支援

する人材の育成を図るとともに、公民館や図書館・子ども科学館を拠点に、生涯を通した多様な学習機
会の提供を推進します。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

生涯学習を支える環境づくり

①多様な学習機会の提供や、生涯学習活動を支える人材の育成を図るとともに、学びの成果を地域の活性化に生かす活動を支援します。
また、ＩＣＴを活用した電子図書館の運営等により、市民ニーズや新しい生活様式に対応した学習環境を整えます。

(2)

公民館を拠点にした学習機会の充実

①生涯学習活動の中心となる中央公民館と地域コミュニティの核となる地区公民館の特性を生かし、様々な課題や市民ニーズを踏まえ
た学習機会の充実に努めます。

(3)

図書館・子ども科学館における生涯学習の推進

①図書館ボランティアや関係機関等と協働した幅広い年代に向けた読書の普及・啓発活動や、生涯学習等に関する情報提供・情報発信、
科学への興味・関心を醸成する各種体験教室の開催など、図書館・子ども科学館における生涯学習活動の充実を図ります。
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（1）生涯学習に関する情報提供の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１０-１-１ 生涯学習に関する情報提供の推進 公民館活動事業 〇 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容 公民館で活動するサークル等の情報や公民館講座情報を窓口やホームページで周知することで、生涯学習活動の情報提供を推進します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

利用サークル一覧の更新 市立７公民館 市立７公民館 市立７公民館

公民館講座情報の提供 随時実施 随時実施 随時実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１０-１-２ 生涯学習の担い手の養成 生涯学習推進事業 〇 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容 市民団体等との連携を図り、多様な学習機会の提供により生涯学習の担い手を養成し、学びの成果を地域の活性化に生かせる仕組みづくりを支援します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

いせはら市民大学講座の開催（回数） １回 １回 １回
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（2）公民館を拠点にした学習機会の充実

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１０-１-３ 電子図書館※15の運営 電子図書館運営事業 ○ 〇 教育部 図書館・子ども科学館

取組の目的・
内容 情報提供の発信源として図書館資料の充実をはかるため、ＩＣＴを活用した仮想空間に市立図書館を設置し、紙資料を補完するデジタル資料の収集、提供を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

電子図書館用資料の充実 所蔵コンテンツ9,920冊 所蔵コンテンツ10,250冊 所蔵コンテンツ10,500冊

電子図書館学校連携サービス 児童向け読み放題コンテンツ受入 児童向け読み放題コンテンツ受入 児童向け読み放題コンテンツ受入

電子図書館システムの維持管理 電子図書館システムの運用 電子図書館システムの運用 電子図書館システムの運用

閲覧用デジタルデータサービスの充実 官報データベース
法情報総合データベース

官報データベース
法情報総合データベース

官報データベース
法情報総合データベース
新聞データベース

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１０-２-１ 公民館を拠点とする生涯学習活動の推進 公民館活動事業 〇 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容 地域の特色や課題、市民ニーズを踏まえた各種学級や講座の開催とともに、ＩＣＴを活用した多様な学習機会も提供します。

年度別
計 画

年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

公民館講座の実施（回数） １０７回 １０７回 １０８回

スマートフォン使い方教室の実施（回数） ７回 ７回 ７回

ＷＥＢ配信講座の実施（回数） ２回 ３回 ３回



51

（3）図書館・子ども科学館における生涯学習の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１０-２-２ 人権教育の推進 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容 広く市民に人権に対する理解と知識を啓発するため、人権に関するセミナーや人権子ども映画会を開催します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

人権セミナーの実施（回数） ４回 ４回 ４回

人権子ども映画会の実施 継続実施 継続実施 継続実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１０-３-１ 読書活動の普及・啓発 図書館運営事業 〇 教育部 図書館・子ども科学館

取組の目的・
内容 図書館ボランティアや関係機関等と協働した、幅広い年代に向けた読書の普及・啓発活動を実施します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

東海大学連携事業の実施 図書館教養講座の開催 図書館教養講座の開催 図書館教養講座の開催

ボランティア協働事業の実施 子ども読書フェスタの開催
おはなし会の開催

子ども読書フェスタの開催
おはなし会の開催

子ども読書フェスタの開催
おはなし会の開催

外部講師による子ども向け事業の実施（回数） ２回 ２回 ２回

ボランティア養成講座の実施（回数） ２回 ２回 ２回

読書マラソン大会の実施（回数） １回 １回 １回
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１０-３-２ 図書館資料の整備・充実 図書館運営事業 〇 教育部 図書館・子ども科学館

取組の目的・
内容

市民が読書を楽しみ、知識を広げられる図書館とするため、市民ニーズを踏まえた図書資料の収集・整理を行うことで、生涯学習等に関する情報提供や情報発信ができる環境を
整えます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

図書資料の収集・整理 受入9,800点 受入9,800点 受入9,800点

郷土資料の保存 製本２９冊 製本２９冊 製本２９冊

図書館電算システムの運用 第７期運用 第７期運用 電算システム更新（第８期）

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１０-３-３ 各種実験教室等の実施 子ども科学館運営事業 〇 教育部 図書館・子ども科学館

取組の目的・
内容 科学工作教室や実験教室等を通じて親子のふれあいの場を提供するとともに、生涯学習活動の充実を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

科学工作・実験教室等の実施 科学工作・実験教室、親子ふれあい教室、
サイエンスショー、天体観察会の実施

科学工作・実験教室、親子ふれあい教室、
サイエンスショー、天体観察会の実施

科学工作・実験教室、親子ふれあい教室、
サイエンスショー、天体観察会の実施

移動教室の実施
指定移動教室（市内４・６年生）継続実施、
自主移動教室（市内小中学校）受入れ継続
実施

指定移動教室（市内４・６年生）継続実施、
自主移動教室（市内小中学校）受入れ継続
実施

指定移動教室（市内４・６年生）継続実施、
自主移動教室（市内小中学校）受入れ継続
実施
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施策１１ 学びを支える社会教育施設の整備

【施策の内容】
市民の生涯学習を支える公民館や図書館・子ども科学館に求められる機能や性能を確保

するため、施設の維持管理に係る経費の縮減と平準化を図りながら、計画的な整備を推進
します。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)
公民館の計画的な施設改修の推進

①伊勢原市公民館施設個別施設計画※16に基づく公民館施設の適切な施設改修に努め、安全・快適な教育環境づくりを進めます。

(2)

図書館・子ども科学館の計画的な施設改修の推進

①伊勢原市立図書館・子ども科学館個別施設計画※17に基づく図書館・子ども科学館の適切な施設改修に努めるとともに、時代の変化や
市民のニーズを踏まえた子ども科学館の在り方を検討し、安全で持続可能な施設整備を推進します。
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（1）公民館の計画的な施設改修の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１１-１-１ 公民館施設の改修 公民館維持管理事業 〇 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容

老朽化する公民館施設の安全と快適な生涯学習の場の環境を確保するため、公民館施設個別施設計画に基づく、各公民館の劣化部位や設備改修、屋上外壁などの改修工事を計画
的に進めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

公民館施設屋上防水・外壁改修 － 成瀬公民館 伊勢原南公民館

公民館設備冷暖房設備改修 伊勢原南公民館 伊勢原南公民館 －

公民館施設給排水設備改修 成瀬公民館 － 比々多公民館

昇降機・展示ホール移動壁改修 － 中央公民館 中央公民館

経常修繕 市立7公民館 市立7公民館 市立7公民館

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１１-１-２ 公民館施設個別施設計画の進行管理 公民館維持管理事業 〇 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容 公民館施設の計画的な改修を推進するため、伊勢原市公民館施設個別施設計画を進行管理するとともに、公民館施設を取り巻く環境変化等を踏まえ、計画改定に取り組みます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

個別施設計画の進行管理 進行管理 進行管理 進行管理

計画改定 現状把握 現状把握 改定作業
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（2）図書館・子ども科学館の計画的な施設改修の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１１-２-１ 図書館・子ども科学館の改修 図書館・子ども科学館施設長寿命化事業 ○ 〇 教育部 図書館・子ども科学館

取組の目的・
内容 伊勢原市立図書館・子ども科学館個別施設計画に基づき、施設の長寿命化改修を実施します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

屋上・外壁改修工事 設計 屋上・外壁改修工事 －

防火シャッター等安全対策 設計条件整理 設計 防火シャッター等安全対策工事

電気設備更新 － 設計条件整理 昇降機更新設計

給排水衛生設備工事 － － 設計条件整理

経常修繕 劣化箇所修繕 劣化箇所修繕 劣化箇所修繕

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１１-２-２ 図書館・子ども科学館個別施設計画の進行管理 図書館・子ども科学館維持管理 〇 教育部 図書館・子ども科学館

取組の目的・
内容

図書館・子ども科学館施設の計画的な改修を推進するため、伊勢原市立図書館・子ども科学館個別施設計画を進行管理するとともに、施設を取り巻く環境変化等を踏まえ、計画
改定に取り組みます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

個別施設計画の進行管理 進行管理 進行管理 進行管理

計画改定 現状把握 現状把握 改定作業
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１１-２-３ 子ども科学館の在り方の検討 子ども科学館運営事業 〇 教育部 図書館・子ども科学館

取組の目的・
内容 子ども科学館の在り方について、これまでの役割を踏まえるとともに、これからの時代にふさわしい機能や役割について検討します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

展示室及びプラネタリウムの活用について検討 活用の方向性を検討 検討結果を基に今後の在り方の方向性を
決定 検討結果を基に改修等の計画を作成

移動教室の在り方について検討 令和６年度以降の実施方法について検討 検討結果に基づく対応 検討結果に基づく対応
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施策１２ 文化芸術・スポーツ活動の推進

【施策の内容】
市民が生涯にわたり心豊かに、健康で活力ある生活を送れるよう、市民が取り組む文化芸術活動

の発表機会や鑑賞機会を確保し、文化・芸術の振興を図ります。
また、ライフステージに応じた運動・スポーツに親しむ機会を提供するとともに、スポーツ施設

の計画的な改修・維持管理によりスポーツ活動の場の確保を図ります。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

文化・芸術活動の推進

①各種展示会や市民文化祭を開催するなど、文化芸術に関する学習成果の発表の場や優れた芸術作品の鑑賞機会を提供し、本市の文
化・芸術活動の活性化を図ります。

(2)

スポーツ活動の推進

①各種スポーツ競技大会の開催や指導者の養成等を行い、市民等が運動・スポーツに親しむ機会を提供します。また、スポーツ
施設の保全に向けて、適正な整備・維持管理を推進します。
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（1）文化・芸術活動の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１２-１-１ 市民活動の発表・鑑賞機会の提供 文化振興事業 〇 教育部 社会教育課

取組の目的・
内容 文化芸術の普及と発展を図るため、市民の学習成果の発表の場や優れた芸術作品を鑑賞する機会となる、展示会や文化祭等を実施します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

いせはら市展の開催（回数） １回 １回 １回

伊勢原市民文化祭の開催（回数） １回 １回 １回

伊勢原市民音楽会の開催（回数） １回 １回 １回

伊勢原美術協会展の開催（回数） １回 １回 １回



（2）スポーツ活動の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１２-２-１ 運動・スポーツに親しむきっかけづくり 運動・スポーツ促進（スポーツ･イン･ライフ）事業 〇 保健福祉部 スポーツ課

取組の目的・
内容

市民が継続的に運動・スポーツをするきっかけづくりや、生活の中に自然と運動・スポーツが取り組まれている姿を目指すために、総合型地域スポーツクラブの運営支援、障が
い者スポーツ教室の開催、各種スポーツ競技大会や指導者養成講座等を実施します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

総合型地域スポーツクラブの運営支援 運営支援 運営支援 運営支援

障がい者スポーツ教室の開催（回数） ６回 ６回 ６回

市選手権・市総合体育大会の実施 各種大会の実施 各種大会の実施 各種大会の実施

スポーツ指導者養成講座の実施 継続実施 継続実施 継続実施

ビームライフル体験教室の開催（回数） ３回 ３回 ３回

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１２-２-２ スポーツ施設の整備・維持管理 スポーツ施設維持管理運営業務 〇 保健福祉部 スポーツ課

取組の目的・
内容

持続可能な地域スポーツ環境の実現に取り組むため、利用料金制を前提とした指定管理者制度による管理者の一元化や施設配置の適正化と受益者負担の在り方の見直しを行いま
す。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

有料公園、市立武道館等の指定管理者の一元化 指定管理業務の評価
一元管理に向けた条件整理

指定管理業務の評価
一元管理に向けた条件整理

有料４公園と武道館等の
指定管理者の一括公募

スポーツ施設配置と受益者負担の見直し 個別施設計画に基づく施設配置と
受益者負担の見直し

個別施設計画に基づく施設配置と
受益者負担の見直し

個別施設計画に基づく施設配置と
受益者負担の見直し

59
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施策１３ 歴史文化の調査・保存・活用と人材育成

【施策の内容】
文化財の地域資産としての理解を深め、次世代への確実な継承を図るため、伊勢原市文化財保存

活用地域計画※18に基づき、文化財の調査、保存、活用、及び文化財に関わる人材育成を推進しま
す。

【対応するSDGs】

施
策
の
取
組
方
針

(1)

調査・研究と保存の推進

①市域の文化財の計画的な調査や伊勢原市文化財保護条例に基づく指定・登録等により、文化財の適切な保存を図ります。また、文化
財所有者と連携しながら、計画的な保存修理の実施を推進します。

(2)

情報発信と活用、人材育成の推進

①文化財サイトや各種イベントを通じた文化財情報の発信とともに、観光施策とも連携した文化財の公開や小中学校の授業への活用、
いせはら歴史解説アドバイザーの養成、文化財の保存・活用環境の整備に向けた検討等により、本市文化財の活用を進め、地域の活性
化を図ります。
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（1）調査・研究と保存の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１３-１-１ 文化財の調査・研究と指定・登録 文化財調査研究事業 〇 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容

文化財の適切な保存、活用を図るため、市が所有する資料の整理とともに、文化財の調査及び学術的位置づけを行い、伊勢原市文化財保護条例に基づく文化財の指定・登録を
進めます。また、市内における土木工事等を適切に指導し、埋蔵文化財の調査等の実施により、その保護を図ります。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

市所有文化財の調査・整理 継続実施 継続実施 継続実施

指定・登録に向けた調査及び評価 継続実施 継続実施 継続実施

開発事業等の指導、試掘調査等 継続実施 継続実施 継続実施

（2）情報発信と活用、人材育成の推進

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１３-２-１ 文化財情報の発信 文化財活用・情報発信事業 〇 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容

本市の特徴である歴史や貴重な文化財に関する情報を発信し、市民の関心を高めるとともに、本市の知名度向上を図るため、文化財ホームページ（いせはら文化財サイト）の
メニュー追加や外国語対応等、魅力あるサイト作りを進めます。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

文化財ホームページの内容更新・追加 継続実施 継続実施 継続実施

文化財ホームページ英語版の公開 継続実施 継続実施 継続実施
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１３-２-２ 文化財の公開活用 文化財活用・情報発信事業 〇 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容

市民をはじめ多くの人に本市の歴史文化への理解を深めてもらうとともに、市民の生涯学習活動を支援するため、文化財の所有者や関係機関等の協力の下、文化財を活用した
講座、展示会、見学会、ウォーク等の各種イベントを開催します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

文化財を活用したイベント等の開催 継続実施 継続実施 継続実施

文化財解説案内板の設置 継続実施 継続実施 継続実施

NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１３-２-３ 歴史解説アドバイザーの育成 地域文化財活用推進事業 〇 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容

地域で文化財を継承していくために、歴史解説アドバイザー養成講座等により、文化財の調査、保存、活用を担う人材を育成し、その実践を行う市民団体の継続的な活動を促
進するための支援を行います。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

いせはら歴史解説アドバイザー養成講座の開催 ７期後期
（認定１２５人）

８期前期
（認定１２５人）

８期後期
（認定１４０人）
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NO. 主な取組名
総合計画 所属部署

計画事業名 構成 重点 部 課等

１３-２-４ 文化財の活用環境の整備 文化財管理施設整備・運営事業 ○ 〇 教育部 教育総務課

取組の目的・
内容

市内に所在する文化財を適切に保存し、その活用を図って市民の文化の向上に資するため、資料を収蔵する施設の管理・運営を行います。また、文化財保存室について、旧堀
江邸への機能移転を行い、文化財の整理・保管機能の一元化を目指します。

年度別
計 画

項目
年度

Ｒ５(2023) Ｒ６(2024) Ｒ７(2025)

施設維持・管理 継続実施 継続実施 継続実施

文化財保存室の機能移転 敷地測量、建築関係法整理 耐震調査、アスベスト調査、設計 工事
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用語の定義一覧

※１ 教科担当制：学校全体で授業交換等を行うことにより専門性の高い教科指導を行うとともに、複数教員による児童理解・指導を図る本市独自の制度。
※２ ＡＬＴ：児童生徒の実践的な外国語教育を支援する、外国語が母語である外国語指導助手。
※３ ＧＩＧＡスクール構想：児童生徒に１人１台端末と高速大容量の通信ネットワーク（校内LAN）を一体的に整備することで、特別な支援を必要とする子ども

を含め、多様な子どもたち一人ひとりに個別最適化された学びの実現をめざす取組。
※４ 全国体力・運動能力、運動習慣等調査：全国的な児童生徒の体力・運動能力や運動習慣、生活習慣等を把握・分析し、学校での体育・保健体育の授業等の

充実・改善に役立てるためにスポーツ庁が実施している調査。
※５ インクルーシブ教育：障がいのあるなしにかかわらず、個別の教育的ニーズに配慮しながら、同じ場所でともに学ぶことを追求し、誰もが相互に人格や個

性を尊重し、多様な在り方を認め合う共生社会の形成に向けた教育のしくみ。
※６ 適応指導教室：心理的・情緒的要因等により、学校に登校しない、あるいは登校したくともできない状態にある児童生徒が、在籍校等に通学できるように

なることや社会的自立に向け、教育相談や小集団活動によって援助・指導を行う教室。
※７ いじめ問題専門調査会：いじめ防止対策推進法に基づき、学校で発生したいじめの重大事態の調査やいじめ防止等に向けた対策を行う組織。法律、医療、

心理、福祉、教育等の専門的知識及び経験を有する者で構成される。
※８ スクールロイヤー：学校で起こるいじめや保護者対応、学校事故対応等、学校現場における様々な問題について法的な側面から解決に向けた支援を行う弁

護士資格を有する者。
※９ 学校施設個別施設計画：学校施設の中長期的な維持管理にかかる経費の縮減と予算の平準化を図りつつ、学校施設に求められる機能・性能を確保することを

目的に策定した計画。
※10 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）：学校に設置する附属機関で、保護者や地域住民等の代表を委員に任命し、校長が作成する学校運営の基本方

針を承認するなど、一定の権限と責任を持って学校運営に参画する制度。
※11 地域学校協働活動：地域の高齢者、学生、保護者、PTA、民間企業、団体等の幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支える

とともに、「学校を核とした地域づくり」をめざして地域と学校がパートナーとして連携・協働して行う様々な活動。
※12 放課後子ども教室（愛称：いせはら未来っ子クラブ）：全ての児童を対象とし、小学校や児童館等の公共施設を活用して放課後における子どもたちの安全・

安心な活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画を得ながら様々な学習や体験、交流活動の機会を提供する文部科学省所管の事業。
※13 児童コミュニティクラブ：保護者の就労等により放課後等に家庭での養育が受けられない児童を対象とし、小学校や児童館、保育所等の施設を利用して受

け入れを行う厚生労働省所管の事業。
※14 子育て支援センター：乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場であるとともに、子育てアドバイザー等が子育てについての相談や情報提供、助言等を

行う地域子育て支援拠点。
※15 電子図書館：来館が困難な利用者へのサービスの充実と「新しい生活様式」に対応した読書推進を図るため、図書館の開館時間に限定することなく、24時

間インターネット上で電子書籍の閲覧・返却が可能なサービス。
※16 公民館施設個別施設計画：公民館建物の中長期的な維持管理にかかる経費の縮減と予算の平準化を図りつつ、公民館施設に求められる機能・性能を確保す

ることを目的とした計画。
※17 図書館・子ども科学館個別施設計画：図書館・子ども科学館の中長期的な維持管理にかかる経費の縮減と予算の平準化を図りつつ、図書館・子ども科学館

に求められる機能・性能を確保することを目的とした計画。
※18 文化財保存活用地域計画：平成30(2018)年の文化財保護法の改正により、それまでの「歴史文化基本構想」に代わり、文化財の保存と活用に関する市町村の

マスタープランとして法制化。地方の文化財保護体制の強化を目的としている。令和4(2022)年8月現在、文化庁長官から認定を受けた計画は全国で78市町村。


